
 

 

 

 

 

 

令和元年度補正・令和二年度補正 

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 

一般型（特別枠・事業再開枠含む） 
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2.0 版 
 

令和２年６月 

ものづくり・商業・サービス補助金事務局 

（全国中小企業団体中央会） 
 

【個人情報保護方針】 
申請書等にご記入いただいたお名前、役職名等の個人情報は、「令和元年度補正・令和二年度補正 ものづくり・

商業・サービス生産性向上促進補助金」の事業実施のために使用いたします。 
なお、本事務局では、ホームページに掲載しております「個人情報保護方針」に従い、お預かりした個人情報を適

切に管理してまいります。 
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【必ずご覧ください～今回の事業実施にあたり、特に留意が必要な事項～】            

 

本手引きは、補助事業採択後から事業完了までの各種手続や準備しなければならない資料等につい

て説明しています。本手引きを通じ、適正に補助事業を実施くださいますようお願い申し上げます。 

なお、本補助金の経理処理は、通常の商取引や商慣習とは異なる場合もありますのでご注意くださ

い。 

 

今回の事業を実施していただくにあたり、特に留意が必要な事項をまとめました。採択事業者の方

は、必ずご覧ください。 

 

１．補助率等の変更【重要】 

（１）特別枠で採択された事業者の方へ 

  応募時に特別枠の類型を、補助対象経費のうちA～C類型の補助対象経費を１／６以上として、A

～C類型の中から選択していただきましたが、B類型、C類型を選択した事業者については、次の表

のとおり補助率が２／３から３／４となります。 

  また、いずれの類型の選択にかかわらず、全ての特別枠の採択事業者に対し、本事業を実施する

ために必要な事業再開枠の追加措置が適用され、応募時の補助金申請額に上乗せで申請ができま

す。 

  事業再開枠を追加する場合は、交付申請書に業種別ガイドラインに基づいた本事業に必要な感染

拡大予防のための取組みを追加で記載することが必要となります。 

 ※業種別ガイドライン【内閣官房ホームページ参照（https://corona.go.jp/prevention/）】 

 

特別枠の要件 

以下の要件に合致する投資が補助対象経費の1/6以上 
補助率 事業再開枠 

１．Ａ類型（サプライチェーンの毀損への対応）のみ選択 2/3（応募時と同じ）  

 

 

本事業に必要

な、業種別ガ

イドラインに

基づく感染防

止対策費 

 

定額 

上限50万円 

 

２．Ｂ類型（非対面型ビジネスモデルへの転換）のみ選択 ・補助対象経費のうち、

B類型、C類型に1/6

以上の投資がある場合 

2/3（応募時） 

↓ 

3/4 

３．Ｃ類型（テレワーク環境の整備）のみ選択 

４．Ｂ類型及びＣ類型の両方を選択           

 

 

 

 

５．上記以外 

※A類型を含むB類型、C類型を選択 

・補助対象経費のうち、

B類型及びC類型に

1/6以上の投資がある

場合 

   2/3（応募時） 

    ↓ 

3/4 

 

・上記以外 

    2/3 

（応募時と同じ） 

 

 ※ 補助率については、交付申請時に確認いたします。 

※ 事業再開枠は、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言の解除を踏まえた中小・小規模事業者

の事業再開を後押しするために、本事業を実施するために必要な、業種別ガイドラインに沿った

感染拡大予防の投資に対する定額補助（感染防止対策費：上限 50万円）を別枠で上乗せするもの

です。 

  業種別ガイドラインに基づく感染防止対策費（３２ページの記載品目が対象となります。）は、

５月14日以降に発生した経費について補助対象となります。 

 

https://corona.go.jp/prevention/
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（２）特別枠で応募いただき通常枠で採択されました事業者の方へ 

  補助率は、１／２（小規模事業者・小規模事業者として、２／３で申請する場合を除く。）とな

り、応募時に計上いただきました広告宣伝費・販売促進費は補助対象外経費となります。 

  応募時に記載した広告宣伝費・販売促進費に関する記載及び経費は、削除してください。 

  なお、応募時に選択いただいた特別枠の類型にそって、補助対象経費の１／６以上の投資が必要

となります。 

 

※ 特別枠で応募いただきました採択事業者につきましては、上記（１）または（２）のとおり補

助率及び補助対象経費の変更がございますので、該当する採択事業者は交付申請書提出時に変更し

てくださ 

※ 小規模事業者として２／３の補助率で申請する場合は、労働者名簿をご提出してください。

（応募時に提出した場合は不要）。 

※ ご不明な点は、サポートセンター（次ページ参照）又は本事業実施場所の都道府県補助金事務

局（巻末119ページ参照）までお問合わせ願います。 

 

２．各種申請・承認の手続きについて 

本補助金の各種申請及び承認の手続きについては、主にＪグランツを使用して行います。Ｊグラン

ツの入力方法については、別冊のＪグランツ入力ガイドをご覧願います。 

Ｊグランツを使用した各種書類の申請及び承認については、現在、下記の手続きを予定しておりま

す（変更する場合は、その都度ものづくり補助金総合サイトにてお知らせいたします。）。 

また、Ｊグランツ入力ガイドについては、順次、更新していくこととしております。 

 

（１）補助金交付申請 

（２）補助金交付通知 

（３）遂行状況報告 

（４）概算払請求 

（５）補助金実績報告 

（６）補助金額額確定通知 

（７）計画変更申請 

（８）計画変更承認書 

 

なお、Ｊグランツを使用して、申請した手続きについては、補助金交付規程で定める様式を提出し

たこととし、書類での様式の提出の必要はありません。 

 

３．補助金交付申請する際の提出書類について 

（１）必須書類（全ての事業者） 

①入手しようとする機械装置等の価格の妥当性を証明する交付申請時に有効な見積書（相見積書

含む） 

※発注時には、発注時点で有効な見積書が必要となります。 

②履歴事項証明書・確定申告書 

・法人の場合：履歴事項証明書（交付申請書提出日より過去３ヶ月以内に発行されたもの） 

※ただし、応募申請時に政策加点の必要資料として、交付申請提出日より過去３ヶ月以内に発行

されたものを提出した事業者は不要。 

・個人事業主の場合：直近の確定申告書（第１表） 

※ただし、応募申請時に直近の確定申告書等を提出した事業者は不要。 

③賃金表明書 

  ※ただし、事務局から修正依頼をした事業者のみ。 

 

（２）法令に基づく各種計画等の承認書・認定書等の提出（該当事業者のみ） 

今回の事業において、経営革新計画・事業継続力強化計画にて加点を求めた事業者の方について

は、補助金交付申請書の提出の際に、受付日がわかる経営革新計画・事業継続力強化計画申請書等の
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写し及び経営革新計画承認書・事業継続力強化計画認定書の写し（別表を含む）も併せて提出願いま

す。 

なお、交付申請書提出時に承認書・認定書の取得が間に合わない場合は、経営革新計画承認書・事

業継続力強化計画認定書以外に係る審査を先行実施するため、交付申請書のみを先に提出願います。 

承認書・認定書は取得でき次第、速やかに経営革新計画承認書・事業継続力強化計画認定書を提出し

てください。 

また、特定非営利活動法人の方は、経営力向上計画認定書の写し（別表を含む）を併せて提出願い

ます。 

 

（３）技術導入費、専門家経費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費の詳細 

（該当事業者のみ） 

上記の経費を計上した事業者は、該当する経費の補助事業計画書別紙を提出願います。 

 

４．機械装置・システム等の納入時期について 

機械装置・システム等の導入の際は、以下の事項にご留意ください。 

（１）メーカー等に進捗状況を確認するなど、事業完了期限（交付決定日から１０ヶ月以内、た

だし、採択公表日である６月３０日から１２ヶ月後の日（令和３年６月３０日）までとす

る。）を見据えて事業を実施してください。 

なお、事前着手承認事業者については、事前着手承認日より、事業を開始することができま

す。 

また、事業実施期間中において、機械装置・システムの導入時期については、期限は設けま

せんが、支払い、実績報告書の作成時間を考慮してください。 

（２）メーカーからは必ず見積書・受注書・契約書等を受領してください。 

（３）万一、事業完了期限までに納入が完了しない等の事情が判明した場合は、速やかに担当事

務局までご連絡ください。 

 

５．事業資金の調達について 

本補助金の補助率は、１／２、２／３、３／４となっております（事業再開枠を除く。）。そ

のため、自己負担金も含めて、事業を実施する前に、資金調達については、十分ご計画いただき

ますようお願いします。 

なお、事業資金の調達については、「つなぎ融資（①ものづくり補助金 POファイナンス※注１、

②交付決定債権譲渡※注２）、③補助事業で取得する財産（機械装置等）を担保に供すること※注

３」や「④本事業の概算払い※注４」を利用することが可能です。 

注１ 本補助金の交付決定通知を電子記録債権化し、これを譲渡担保として金融機関から融資を受けられるサービ

スです。 

注２ 本補助金の交付決定債権を金融機関に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達する手法です。 

注３ 担保権実行時に国庫納付することを条件に認められます。 

注４ 交付規程第１７条に従って申請を行うことにより、支払済み経費（近々、支払い予定含む）補助対象経費×

補助率×0.９を上限として概算払い受けることができます。 

 

【お問合せ先】 

○ 応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サポートセンターまでお問合せください。 

交付申請に関するお問合わせ：monohojo@pasona.co.jp 

問い合わせが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。 

＜ものづくり補助金事務局サポートセンター＞ 

受 付 時 間：１０：００～１７：００（土日祝日を除く） 

電 話 番 号：０５０－８８８０－４０５３ 

 

○ 実施する事業計画の申請内容、個別事業の各種手続きに関しては、ものづくり補助金事務局の

各都道府県地域事務局までお問合わせください。 

担当：事業実施場所の都道府県ものづくり・商業・サービス補助金事務局 

＜お問合せ先：巻末119ページ参照＞ 

mailto:monohojo@pasona.co.jp
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  ※ 補助金交付にあたって、実施する事業内容に関して確認を行うため、上記事務局より連絡さ

せていただく場合があります。 

    また、交付にあたって必要な添付書類等に不足・不備がある場合は、追加・修正等を依頼す

ることがあります。 

 

○ 上記サポートセンター及び補助金事務局の職員が不適切な対応を行った場合や、申請支援者と

のトラブルについて通報いただく場合、本補助金の不正利用や要件違反に関する内部告発等は、

以下の窓口までご連絡ください。なお、公益通報者は公益通報者保護法に基づき適切に保護され

ます。 

＜トラブル通報窓口＞  

    受 付 時 間：１０：００～１２：００／１３：００～１７：００（土日祝日を除く） 

    電 話 番 号：０３－３５２３－４９０６ 

    メールアドレス：houkoku-mh@mail.chuokai.or.jp 

 

◇ お問い合わせは、事業計画の作成及び実行に責任を持つ必要がありますので、原則として交付

申請者又は補助事業者ご本人からお願いいたします。なお、ご質問に対し書面での回答は行いま

せんのであらかじめご承知おき願います。 

  

mailto:houkoku-mh@mail.chuokai.or.jp
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※以下の規程・様式、別紙、参考様式は、「ものづくり補助金総合サイト」の『手引き』に、別途

掲示しておりますのでご参照ください。 

●ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金交付規程 

（交付規程に定める様式を含む） 

●交付申請時において必要となる補助事業計画書別紙 

●事業実施において必要となる参考様式 
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～補助事業者のみなさまへ～                             

令和元年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（以下「補助事業」という。）

は、以下の法律や規程のもとに運営されております。 

・「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年法律第１７９号）（以下「適

正化法」という。） 

・「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金に係る補助金交付規程」（以下「交付規

程」という。） など 

 

補助事業者のみなさまが事業を適正に遂行されますよう、これら規程等を補助事業者用に編集し、

本紙「補助事業の手引き（以下「手引き」という。）」としてまとめました。 

経理担当者及び補助事業従事担当者の方は、「手引き」を熟読された上で補助事業に臨まれるよう

お願いいたします。 

 

本事業は、全国中小企業団体中央会が、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下、中小機構）で

定めた「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金交付要綱」第３条に基づき、中小機構か

らの補助金を受け、設備投資等の支援を行うものです。よって、補助事業終了後、会計検査院による

会計実地検査が実施されることがあります。 

検査の際に違反行為が発覚した場合には、加算金を付した上、補助金の返還等の措置がなされると

ともに、不正を行った企業名が公表される場合があります。さらに、悪質性が認められた事案につい

ては、警察に告訴される場合もあります。 

 

なお、本事業は、全国中小企業団体中央会内にものづくり・商業・サービス補助金事務局を設置

し、事業者からの各種申請受付・照会等を行う統一窓口として、ものづくり補助金サポートセンター

を設置するととともに、補助事業者の事業実施に必要な個別対応を行う窓口として、各都道府県にそ

れぞれ担当事務局を設置して実施するものです。 

 

事業者のみなさまにおかれましては「手引き」にあるルールを遵守していただき、特に次の４点に

留意してください。なお、補助事業を行うにあたり、ご不明な点が生じた場合は、事前にサポートセ

ンターまたは担当事務局にお問い合わせください。 

 

① 事業計画に沿った補助事業の遂行 

② 計画変更の際の補助金事務局への早めの相談（機械装置等の変更、追加も含みます。） 

③ 補助対象物件・書類（伝票等）の適切な管理 

④ 申請書・報告書類の迅速な提出 

 

 

また、補助事業終了後も、会計検査院による実地検査への対応の他、財産管理や事業化状況等報告

など、必要な手続きがあります。その他、事業の遂行状況、データの把握、成果調査や、事例集の作

成、展示会への出展等を依頼する場合がございますので、その際にはご協力いただきますよう、お願

いいたします。 
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補助事業者の義務 
本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件を守らなければなりません。 

（１）事業実施中 

①計画変更等 

交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更（５０万円以上の機械装置等

の変更を含む。）しようとする場合又は本事業を中止、廃止若しくは他に承継させようとする

場合には、事前に事務局の承認を得なければなりません。 

②遂行状況報告書 

補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速や

かに遂行状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 

③実績報告書 

本事業を完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は事業完了期限日のい

ずれか早い日までに補助事業実績報告書を提出しなければなりません。 

（２）事業実施中及び事業終了後 

①実地検査 

本事業の進捗状況確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業終了

後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により補助

金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに従わなければなりません。 

②事業化状況及び賃金引上げ状況 

交付決定日以降、最初に迎える４月１日（令和３年４月１日）から６０日以内の日を初回と

して、以降5年間（合計6回）、直近１年間の事業化並びに付加価値額向上及び賃金引上げ状況

等について、本補助事業に係る事業化等の状況を事業化状況（収益状況含む）・知的財産権等

報告書により報告するとともに、本事業に関係する調査に協力をしなければなりません。 

特別枠で申請した事業者については、補助事業実施年度に新型コロナウイルスによる感染症

の影響を受けることを想定して、賃上げ及び付加価値額増加の目標を据え置き、その翌年度か

ら３～５年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です。 

（３）事業終了後 

①書類・取得財産等の管理 

本事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了

後５年間保存しなければなりません。 

②財産処分 

取得財産のうち、単価５０万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処

分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、譲

渡、交換、貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の承認

を受けなければなりません。 

財産処分する場合、残存簿価相当額または時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助

金額を限度に納付しなければなりません。 

③成果活用型生産転用にかかる財産処分 

試作品の開発の成果を活用して実施する事業に使用するために、処分制限財産（設備に限り

ます）を生産に転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用）する場合には、事務局の事

前承認を得ることにより転用による納付義務が免除されます（事業によって得られた収益の納

付義務は免除されません）。 

なお、生産転用については、事業終了後の申請となり、事業実施期間中は申請することがで

きません。 

④収益納付 

事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びそ

の他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受領した

補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算
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が赤字の場合や十分な賃上げ（年率平均３％以上給与支給総額を増加させた場合や最低賃金を

地域別最低賃金＋９０円以上の水準にした場合等）によって公益に相当程度貢献した場合は免

除されます）。 

⑤補助金返還 

賃金引上げ等状況の報告から、事業計画終了時点において、申請時に表明した給与支給総額

の年率平均１．５％以上の増加目標及び事業計画中の毎年３月末時点において、事業場内最低

賃金の増加目標が達成できていないと認められる場合には、補助金の返還を求めることがあり

ます。 

ただし、給与支給総額については、その額の年率増加率平均が付加価値額の年率増加率平均

１／２を超えているいる場合及び天災など補助事業者の責めに負わない理由がある場合は返還

を求めません。 

また、最低賃金については、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合及び天災

など補助事業者の責めに負わない理由がある場合は返還を求めません。 

 

その他 

（１）交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければなり

ません。 

※ 補助事業者が課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以外）の場合、本事業に係る課

税仕入に伴い、消費税及び地方消費税の還付金が発生することになるため、この還付と補助

金交付が重複しないよう、課税仕入の際の消費税及び地方消費税相当額について、原則とし

てあらかじめ補助対象経費から減額しておくこととします。この消費税及び地方消費税相当

額を「消費税等仕入控除税額」といいます。 

（２）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指針」に

拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用に努めてください。 

（３）本事業を実施することにより知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 

（４）補助金の支払については、本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補助金額の確定

後の精算払となります。なお、必要があると認められる経費については、概算払を受けること

ができます。 

   また、補助金は経理上、支払を受けた事業年度における収入として計上するものであり、法人

税等の課税対象となります。 

（５）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合につ

いては、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 

（６）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補

助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

（７）補助事業終了後に補助対象者ではなくなった場合（補助事業者の大企業化及びみなし大企業化

は除く。）は、取得財産の処分が必要になります。 

（８）本事業に関係する調査をお願いすることがあります。必要に応じて事業の成果の発表、事例集

の作成等への協力をお願いいたしますので、あらかじめご了承ください。 

 

  

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179
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ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金に係る 

事 務 手 続 き 

 

時 期 補助事業者 補助金事務局 

令和２年 

４月上旬～ 

 

令和２年 

７月上旬～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決定後１０ヶ月以内 

ただし、最大 

令和３年６月３０日まで 

【事前着手承認事業者の場合は、事前

着手承認日後に事業開始】 

 

補助金交付申請書提出 

【交付規程第６条・様式第１】 

 

 

 

《交付決定後 事業の開始》 

※交付決定通知日より前に支出した経

費は補助対象外 

 

補助事業遂行状況報告書提出 

【交付規程第１４条・様式第５】 

 

 

 

事業完了期限 

※事業完了期限を過ぎて支出した経費

は補助対象外 

 

実績報告書提出期限 

―会計書類・証拠書類の提出― 

【交付規程第１５条・様式第６】 

※事業完了後、早めの提出をお願いし

ます 

 

 

 

 

 

 

 

補助金精算払請求 

【交付規程第１７条・様式第９－２】 

※事業実施期間中に概算払を受けるこ

ともできます。 

 

 

 

  審 査 

 

 

  補助金交付決定 

【交付規程第７条・様式第２】 

 

 

 

 

  確 認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  審 査 

 

 

  補助金額の確定 

【交付規程第16条・様式第

8】 

 

 

  補助金の支払 

令和３年４月１日以降 

令和８年５月３１日まで 

事業化状況・知的財産権等報告書の提

出（５年間） 

 

 

 

 

中 間 監 査 

確 定 検 査 
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Ⅰ．補助事業の手続き等の流れ                             

フェーズ１～ 採択内定から交付決定 まで～  

（１ ） 交 付申 請 （ 交付 規 程 第 ６ 条 ）  

応募 の 際 に提 出 さ れた 事 業 計画 書 の 内容 に つ いて 、 電 子申 請 シ ステ ム に ア

クセ ス し てダ ウ ン ロー ド を 行い 、 基 本的 に そ のデ ー タ （「 （ ４ ）具 体 的 内

容、 そ の １： 補 助 事業 の 具 体的 取 組 内容 、 そ の２ ： 将 来の 展 望 」に つ い て

は、 応 募 時の 提 出 内容 か ら 変更 が あ る場 合 は 、変 更 内 容を 反 映 した フ ァ イル

を添 付 し てく だ さ い。 ） を 改め て 交 付申 請 書 に貼 り 付 け、 関 係 書類 と 併 せて

すみ や か に提 出 し てく だ さ い ［ 提 出 時期 ： 事 業開 始 前 、提 出 方 法： Ｊ グ ラン

ツ］  

なお 、 交 付申 請 時 にご 提 出 いた だ く 添付 書 類 に不 備 が ある 場 合 には 、 交 付

決定 （ 補 助事 業 の 開始 ） が 遅く な る 場合 が あ りま す の でご 注 意 くだ さ い 。  

 

 ※ 特 に 、技 術 導 入費 、 ク ラウ ド サ ービ ス 利 用費 、 外 注費 、 知 的財 産 権 等関 連

経費 を 補 助対 象 と する 場 合 は、 補 助 事業 計 画 書別 紙 （ ９３ ペ ー ジ） の 提

出を 忘 れ ずに お 願 いい た し ます （ 該 当す る 経 費の み 記 載） 。  

（注 １ ） 提出 す る 書類 の 控 えを 必 ず 補助 事 業 者で も 保 管い た だ き、 手 続 書類 ・

経理 証 拠 書類 と と もに 保 管 ・管 理 し てく だ さ い。  

（注 ２ ） 採択 後 ・ 交付 決 定 後に 公 募 要領 記 載 の要 件 違 反が 判 明 した 場 合 は、 原

則と し て 採択 や 交 付決 定 を 取り 消 し ます 。  

 

（２ ） 交 付決 定 （ 交付 規 程 第 ７ 条 ）  

交付 申 請 で提 出 さ れた 書 類 を 審 査 し 、補 助 対 象外 経 費 等が 含 ま れて い な い

等問 題 が なけ れ ば 事務 局 で 交付 決 定 の手 続 き を行 い ま す。 「 様 式第 ２  補助

金交 付 決 定通 知 書 」右 上 に 記載 さ れ た交 付 決 定日 （ 事 前着 手 承 認事 業 者 につ

いて は 、 事前 着 手 承認 日 ） をも っ て 、補 助 事 業を 始 め るこ と が でき ま す 。  

 

（注 １ ） 交付 決 定 日前 （ 事 前着 手 承 認日 前 ） の発 注 ・ 契約 に 係 る費 用 は 、補 助

対象 と な りま せ ん ）。  

（注 ２ ） 事務 局 が 「補 助 金 交付 決 定 通知 書 」 を 通 知 し ます の で 、補 助 事 業関 係

書類 と し て紛 失 し ない よ う に保 管 し てく だ さ い。  

（注 ３ ） 平成 ２ ５ ・２ ６ ・ ２７ ・ ２ ８ ・ ２ ９ 年度 補 正 もの づ く り補 助 金 の補 助

事業 者 が 、新 た に 本事 業 に 採択 さ れ た場 合 、 補助 金 を 受領 し た 年度 の

「事 業 化 状況 ・ 知 的財 産 権 等報 告 書 」を 提 出 して い な い場 合 は 、採 択

を取 り 消 しま す の で、 く れ ぐれ も ご 留意 く だ さい 。  

（注 ４ ） 応募 申 請 時に 、 経 営革 新 計 画の 承 認 申請 書 の 写し 、 ま たは 、 事 業継 続

力強 化 計 画等 の 認 定申 請 書 の写 し を 添付 し て 本補 助 金 が採 択 さ れた 場

合に は 、 経営 革 新 計画 の 承 認通 知 書 の写 し の 写し 、 又 は、 事 業 継続 力

強化 計 画 等の 認 定 書 を 補 助 金交 付 申 請時 に 提 出す る 必 要が あ り ます

（計 画 書 等の 添 付 書類 を 含 む。 ） 。 必要 な 書 類の 提 出 がな い 場 合は 交

付決 定 さ れま せ ん 。  

    また 、 特 定非 営 利 活動 法 人 の方 は 、 経営 力 向 上計 画 認 定書 の 写 し（ 別

表を 含 む ）を 併 せ て提 出 願 いま す 。  

 

補助 事 業 の遂 行 上 、必 要 に 応じ て 事 務局 か ら 連絡 を 取 らせ て い ただ き ま

す。  

他方 、 み なさ ま か らも ご 不 明な 点 の 確認 や 計 画変 更 な どの 事 前 相談 等 、 適宜

連絡 を 取 って い た だき 、 所 定の 手 続 きを 行 っ てく だ さ い。  
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フェーズ２～ 交付決定から実績報告書提出まで～  

（３ ） 遂 行状 況 の 報告 （ 交 付規 程 第 １４ 条 ）  

事務 局 か ら指 示 が あっ た 時 は 「 様 式 第５  補 助事 業 遂 行状 況 報 告書 」 に よ

り補 助 事 業の 進 捗 状況 に つ いて 報 告 して く だ さい 。  

また 、 遂 行状 況 報 告書 と は 別に 、 事 務局 よ り 、随 時 補 助事 業 に 係る 支 出 状

況を 聴 取 する こ と があ り ま すの で ご 協力 く だ さい 。  

［提 出 時 期： な る べく 速 や かに  提 出方 法 ： Ｊグ ラ ン ツ］  

 

（４ ） 中 間監 査 （ 交付 規 程 第 １ ８ 条 ）  

補助 事 業 期間 中 、 事務 局 担 当者 が 補 助事 業 実 施場 所 を 訪問 し 、 物品 の 入

手・ 支 払 ・補 助 事 業の 進 捗 状況 を 確 認す る 場 合が あ り ます 。 実 施す る 場 合の

時期 は 、 補助 事 業 の進 捗 状 況等 に よ りま す 。  

 

（５ ） 計 画の 変 更 等（ 交 付 規程 第 １ ０条 ）  

①変 更 承 認の 申 請  

事業 実 施 の必 要 上 、や む を 得ず 補 助 事業 の 計 画、 購 入 する 機 械 設備 、

補助 事 業 実施 場 所 、機 械 装 置等 の 保 管場 所 、 経費 配 分 等に 変 更 が生 じ る

場合 は 、 予め 「 様 式第 ３ － １  補 助 事業 計 画 変更 承 認 申請 書 」 を 事 務 局

に提 出 し 、計 画 変 更の 承 認 を受 け な けれ ば な りま せ ん 。 （ 事 後 承認 は で

きま せ ん 。）  

計画 変 更 を必 要 と する 場 合 は、 「 補 助事 業 計 画変 更 承 認申 請 書 」の 作

成の 前 に 、ま ず 事 務局 ま で ご連 絡 願 いま す 。  

［提 出 期 限： 事 象 判明 時 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

 

②中 止 （ 廃止 ） の 申請  

やむ を 得 ない 事 情 等に よ り 、補 助 事 業を 断 念 せざ る を 得な い 場 合に

は、 「 様 式第 ３ － ２  補 助 事業 中 止 （廃 止 ） 承認 申 請 書」 を 事 務局 に 提

出し 、 事 業の 中 止 （廃 止 ） の承 認 を 受け な け れば な り ませ ん 。 （事 後 承

認は で き ませ ん 。 ）  

中止 （ 廃 止） を し なけ れ ば なら な く なっ た 場 合は 、 「 補助 事 業 中止

（廃 止 ） 承認 申 請 書」 の 作 成の 前 に 、ま ず 事 務局 ま で ご連 絡 願 いま す 。  

［提 出 期 限： 事 象 判明 時 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

 

③事 業 承 継の 申 請  

事業 実 施 の必 要 上 、や む を 得ず 補 助 事業 の 実 施を 他 の 企業 等 に 承継 す

る場 合 に は、 承 継 する 事 業 者が 「 様 式第 ３ － ３  補 助 事業 承 継 承認 申 請

書」 と 併 せて 、 「 様式 第 ３ －３ の 別 紙  誓 約 書」 等 を 事務 局 に 提出 し 、

予め 事 業 承継 の 承 認を 受 け なけ れ ば なり ま せ ん。 （ 事 後承 認 は でき ま せ

ん。 ） 「 補助 事 業 承継 承 認 申請 書 」 の作 成 の 前に 、 ま ずは 事 務 局ま で ご

連絡 願 い ます 。  

［提 出 期 限： 事 象 判明 時 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

 

（６ ） 概 算払 （ 交 付規 程 第 １７ 条 ）  

補助 事 業 期間 中 、 事務 局 が ある と 認 めた 経 費 につ い て は、 概 算 払を 行 い ま

す。 概 算 払を 受 け たい 場 合 は、 「 様 式第 ９ － １  補 助 金概 算 払 請求 書 」 及び

「様 式 第 ９－ １ の 別紙 」 に より 、 申 請し て く ださ い 。  

概算 払 額 は、 支 払 済み 経 費 （近 々 、 支払 い 予 定含 む ） 補助 対 象 経費×補 助

率×０ ． ９ を上 限 額 とし ま す 。な お 、 様式第 ９ に加 え 、 支払 済 み 経費 の 証 憑

（請 求 書 及び 金 融 機関 の 振 込金 受 取 書等 ） 及 び支 払 計 画表 （ 支 払い 予 定 日、

支払 い 対 象物 、 支 払い 予 定 金額 を 記 載） を 併 せて ご 提 出く だ さ い。  
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概算 払 を 受け る 場 合は 、 ま ずは 事 務 局ま で ご 連絡 願 い ます 。  

［提 出 期 限： 事 象 判明 時 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

 

（７ ） 事 業の 完 了 （交 付 規 程第 １ ５ 条）  

補助 事 業 の完 了 と は、 原 則 とし て 、 交付 申 請 書に 記 し た本 事 業 計画 に 基 づ

く設 備 投 資の ほ か 、購 入 物 品等 の 納 品・ 検 収 ・支 払 等 の事 業 上 必要 な 手 続き

が全 て 完 了し て い るこ と を 指し ま す 。  

（注 ） 期 限内 の 事 業完 了 が 難し く な った 場 合 は、 速 や かに 事 務 局に ご 連 絡願

いま す 。  

 

（８ ） 実 績報 告 書 （交 付 規 程第 １ ５ 条）  

補助 事 業 の実 施 結 果を 記 し た「 様 式 第６  補 助事 業 実 績報 告 書 」に あ わ せ

て、 必 要 書類 を 事 務局 に 提 出し て く ださ い 。  

期限 ま で に「 実 績 報告 書 」 が提 出 さ れな い 場 合は 、 補 助金 の 支 払 い が で き

ませ ん の で、 早 め に準 備 し 、期 限 ま でに 提 出 して く だ さい 。  

［提 出 期 限： 補 助 事業 の 完 了日 か ら 起算 し て ３０ 日 を 経過 し た 日又 は 交 付

決定 後 １ ０ヶ 月 以 内（ た だ し、 最 大 令和 ３ 年 ６月 ３ ０ 日ま で ） のい ず れ か早

い日 ］  

［提 出 方 法： Ｊ グ ラン ツ ］  

 

（９ ） 事 故等 の 報 告（ 交 付 規程 第 １ ３条 ）  

大雨 、 台 風な ど の 異常 気 象 によ る 甚 災地 域 の 指定 、 火 事、 地 震 など 事 業 者

の責 任 に よら な い 事由 に よ り補 助 事 業を 予 定 の期 間 内 に完 了 す るこ と が でき

ない と 見 込ま れ る 場合 又 は 補助 事 業 の遂 行 が 困難 と な った 場 合 は、 そ の 状況

とな っ た 時点 で 速 やか に 「 様式 第 ４  事 故 等 報告 書 」 を 事 務 局 に提 出 し 、事

務局 の 指 示を 受 け てく だ さ い。  

［提 出 時 期： 事 象 が発 生 し たと き 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

 

フェーズ３～ 実績報告書提出後 ～  

（ 10） 確 定検 査 （ 交付 規 程 第 １ ８ 条 ）  

「実 績 報 告書 」 の 内容 に 基 づき 書 類 を検 査 し 、機 械 設 備等 の 入 手・ 支 払 、

補助 事 業 の成 果 等 を実 際 に 確認 す る ため 、 必 要に 応 じ て 事 務 局 が事 業 実 施場

所を 訪 問 しま す 。  

補助 対 象 とな る 経 費は 、 補 助事 業 期 間中 に 発 注か ら 支 払ま で を 完了 し て い

る経 費 の うち 、 使 用実 績 が あり 、 補 助事 業 に のみ 使 用 した も の が補 助 対 象と

なり ま す 。「 補 助 金交 付 決 定通 知 書 」で 認 め られ た 経 費で あ っ ても 補 助 事業

以外 に 支 出し た も のや 、 機 械装 置 等 で補 助 事 業以 外 の 用途 と 共 用し た 物 件 は

補助 対 象 にな り ま せん 。  

 

（ 11） 補 助金 の 額 の確 定 （ 交付 規 程 第 １ ６ 条 ）  

「実 績 報 告書 」 の 内容 及 び 確定 検 査 の結 果 、 問題 が な けれ ば 補 助金 額 を 確

定し 、 「 様式 第 ８  補 助 金 確定 通 知 書」 を 事 務局 よ り 通知 し ま す。  

 

（ 12） 精 算払 の 請 求（ 交 付 規程 第 １ ７条 ）  

「補 助 金 確定 通 知 書」 を 受 領後 、 「 様式 第 ９ －２  補 助金 精 算 払請 求 書 」

によ り 、 精算 払 の 請求 を 行 って く だ さい 。 精 算払 の 請 求は 、 必 要に 応 じ て実

施す る 補 助事 業 の 確定 検 査 （精 査 ） を受 け 、 かつ 、 補 助金 額 の 確定 後 で なけ

れば 行 う こと が で きま せ ん 。  

「精 算 払 請求 書 」 受領 後 、 全国 中 央 会よ り 当 該補 助 事 業者 宛 に 補助 金 額 の

振込 み を 行い ま す 。  
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フェーズ４～ 事業終了後～  

（ 13） 取 得財 産 等 の管 理 （ 交付 規 程 第２ ０ 条 ）  

補助 事 業 者は 、 補 助対 象 経 費（ 補 助 事業 の 一 部を 第 三 者に 実 施 させ た 場 合

にお け る 対応 経 費 を含 む 。 ）に よ り 取得 し 、 又は 効 用 が増 加 し た財 産 （ 取得

財産 等 ） につ い て は、 補 助 事業 の 完 了後 に お いて も 、 善良 な 管 理者 の 注 意を

もっ て 管 理し 、 補 助金 の 交 付の 目 的 に従 っ て 、そ の 効 率的 運 用 を図 る こ とが

必要 で す 。  

補助 事 業 者は 、 補 助事 業 期 間内 に 取 得財 産 等 があ る と きは 、 処 分制 限 財 産

（補 助 事 業に よ っ て取 得 し 又は 効 用 が増 加 し た単 価 ５ ０万 円 （ 税抜 き ） 以上

の機 械 器 具、 備 品 及び そ の 他財 産 ） を除 き 、 補助 事 業 の完 了 の 日の 属 す る年

度の 終 了 後５ 年 間 管理 し な けれ ば な りま せ ん 。  

 

（ 14） 取 得財 産 の 処分 （ 交 付規 程 第 ２１ 条 ）  

補助 事 業 終了 後 、 取得 財 産 等の う ち 、処 分 制 限期 間 に おい て 、 補助 事 業 に

よっ て 取 得し 又 は 効用 が 増 加し た 単 価５ ０ 万 円（ 税 抜 き） 以 上 の機 械 器 具、

備品 及 び その 他 財 産（ 処 分 制限 財 産 ）を 処 分 （補 助 金 の交 付 の 目的 に 反 する

使用 、 譲 渡、 交 換 、貸 付 、 担保 に 供 する 処 分 、廃 棄 等 ） し よ う とす る 場 合

は、 事 前 に「 様 式 第１ ０ － １  財 産 処分 承 認 申請 書 」 を 事 務 局 に提 出 し 、

「様 式 第 １０ － ２  財 産 処 分承 認 通 知書 」 に よる 全 国 中央 会 の 承認 を 受 けな

けれ ば な りま せ ん 。  

また 、 補 助事 業 期 間終 了 後 に補 助 対 象者 （ 大 企業 化 及 びみ な し 大企 業 化 を

除く ） に 該当 し な くな っ た 場合 に つ いて も 、 処分 制 限 財産 に つ いて 財 産 処分

の手 続 き が必 要 と なり ま す 。 「 財 産 処分 承 認 申請 書 」 の作 成 の 前に 、 ま ずは

事務 局 ま でご 連 絡 願い ま す 。 事 前 に 承認 を 得 ずに 処 分 した 場 合 は交 付 決 定が

取り 消 さ れる 場 合 があ り ま す。  

［提 出 期 限： 事 象 判明 時 、 提出 方 法 ：Ｊ グ ラ ンツ ］  

（注 ） 処 分制 限 期 間と は 、 補助 金 交 付の 目 的 及び 減 価 償却 資 産 の耐 用 年 数等

に関 す る 省令 （ 昭 和４ ０ 年 大蔵 省 令 第１ ５ 号 ）及 び 経 済産 業 大 臣が 定 め

る期 間 を 指し ま す 。  

 

なお 、 当 該承 認 に 係る 財 産 を処 分 し たこ と に より 収 入 があ っ た とき は 、

「様 式 １ ０－ ４  財産 処 分 納付 通 知 書」 に よ り、 そ の 収入 額 （ 譲渡 等 に よる

処分 時 に 、処 分 価 格を 複 数 の 事 業 者 から 見 積 書を 取 得 した 場 合 は、 見 積 価格

の最 も 高 い額 ） 又 は、 残 存 簿価 相 当 額を 基 に 所定 の 計 算式 に よ り算 出 し た補

助金 の 全 部又 は 一 部に 相 当 する 金 額 を全 国 中 央会 が 指 定す る 口 座に 納 付 して

いた だ き ます 。  

災害 等 に より 取 得 財産 を 使 用で き な くな っ た 場合 等 も 、ま ず は 事務 局 ま で

ご連 絡 く ださ い 。  

 

（ 15） 事 業承 継 の 申請 （ 交 付規 程 第 １０ 条 ）  

12ペー ジ の（ ５ ） 計画 の 変 更等 「 ③ 事業 承 継 の申 請 」 と同 じ 手 続き と な

りま す 。  

 

（ 16） 社 名、 補 助 事業 実 施 場所 、 機 械装 置 等 の保 管 場 所等 の 変 更  

  社 名 等が 変 更 とな る 場 合は 、 ま ずは 事 務 局 ま で ご 連絡 く だ さい 。 そ の後 、

社名 等 変 更届 出 書 ＜参 考 様式 11＞ を 事務 局 に 提出 し て くだ さ い 。  

 

 

Ⅱ．補助事業実施中の注意事項                             
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 経 理 担 当者 や 補 助事 業 全 体を 統 括 する 方 は 本項 目 を 必ず 熟 読 願い ま す 。  

 

１． 物 件 等の 入 手 ・代 金 の 支払 等 に 係る 注 意 事項 に つ いて  

物件 等 の 入手 に つ いて は 、 計画 的 な 補助 事 業 の遂 行 を 図る た め 、使 用 期 間

を十 分 考 慮し た も のと し 、 代金 の 支 払に つ い ては 必 ず 補助 事 業 完了 期 限 日ま

でに 済 ま せて く だ さい 。  

なお 、 そ れぞ れ に つい て の 詳細 な 注 意点 に つ いて は 、 次の と お りで す 。  

 

（１ ） 物 件等 の 入 手等 に 係 る注 意 事 項に つ い て  

 全 て の 事業 に お いて 、 設 備 投 資 が 必 要 で す 。 設 備 投 資 は 、 必 ず 単 価 ５

０ 万 円 （ 税 抜 き ） 以 上 の 機 械 装 置 等 を 取 得 し て 納 品 ・ 検 収 等 を 行 い 、 補

助 事 業 者 と し て 適 切 に 管 理 を 行 っ て く だ さ い 。  

①在 庫 品 を使 用 す る場 合 は 補助 対 象 とな り ま せん 。  

②申 請 書 記載 の 購 入予 定 物 件以 外 に 、 全 国 中 央会 及 び 事務 局 の 承認 を 得

ずに 購 入 した 物 件 は補 助 対 象と な り ませ ん 。  

③金 融 機 関へ の 振 込手 数 料 は補 助 対 象と な り ませ ん 。 支払 時 に 振込 手 数

料を 受 取 人が 負 担 して い る 場合 も 対 象と な り ませ ん 。  

例： 機 械 装置 １ ， １０ ０ ， ００ ０ 円 （税 込 み ）を 振 り 込む 際 、 振

込手 数 料 ８ ８ ０ 円 （税 込 ） を受 取 人 が負 担 し た場 合 。  

補助 事 業 に要 す る 経費 （ 税 込み ）   １， ０ ９ ９， １ ２ ０円 （ 消

費税 率 10％に て 算 出）  

補助 対 象 経費 （ 税 抜き ）         ９ ９ ９， ２ ０ ０円  

※  振 込 先手 数 料 の先 方 負 担は 実 質 的な 割 引 であ る こ とか ら 、 取

得財 産 等 管理 台 帳 は、 振 込 手数 料 を 引い た 、 ９９ ９ ， ２０ ０ 円

（税 抜 き ）を 記 入 して く だ さい 。  

④本 事 業 にお け る 物件 等 の 発注 先 （ 外注 先 ） の選 定 に あた っ て は、 経 費

科目 に か かわ ら ず 「見 積 書 提出 の お 願い （ 見 積依 頼 書 ）」 ＜ 参 考様 式

３＞ 又 は 物件 等 の 仕様 を 確 認で き る 書面 を 提 示し 、 入 手価 格 の 妥当 性

を証 明 で きる よ う 必ず 見 積 書を 取 っ てく だ さ い。 ま た 、単 価 ５ ０万 円

（税 抜 き ）以 上 の 物件 等 を 発注 （ 外 注） す る 場合 は 、 原則 と し て書 面

記載 の 同 一条 件 に より 、 ２ 社以 上 の 相見 積 書 を取 っ て くだ さ い 。合 理

的な 理 由 によ り 相 見積 書 が 取れ な い 場合 は 、 「業 者 選 定理 由 書 」＜ 参

考様 式 ４ ＞を 提 出 して く だ さい 。  

なお 、 中 古品 を 購 入す る 場 合は 、 製 造年 月 日 、性 能 が 同程 度 の 中古

品の ３ 社 以上 の 相 見積 書 が 必要 と な りま す 。  

また 、 発 注を 行 う 場合 は 、 注文 書 ＜ 参考 様 式 ５＞ に よ り発 注 す ると

とも に 、 外注 費 を 計上 す る 場合 は 、 委託 契 約 書等 ＜ 参 考様 式 ６ ＞の 締

結が 必 要 です 。  

※  応 募 申請 時 に 所定 の 書 類を 提 出 した 場 合 には 、 そ の内 容 等 に変 更 が

なけ れ ば 改め て 提 出す る 必 要は あ り ませ ん 。  

⑤海 外 企 業か ら 調 達を 行 う 場合 も 、 ④と 同 様 の対 応 を お願 い し ます 。 特

に、 カ タ ログ 、 仕 様書 、 価 格表 等 の 証拠 書 類 につ い て は余 裕 を 持っ て

入手 し 、 不備 の な いよ う に 整備 す る こと が 必 要で す 。  

⑥技 術 導 入を 行 う 場合 は 、 技術 的 課 題の 解 決 にあ た り 、外 部 の 機関 等 が

保有 す る 知的 財 産 権等 の 導 入の 必 要 性及 び 価 格の 妥 当 性を 勘 案 し、 総

合的 に 判 断し て く ださ い 。  

⑦特 注 と なる 機 械 装置 ・ 工 具器 具 ・ 加工 品 に つい て は 、設 計 図 、回 路 図

等の 仕 様 書（ 図 面 等） を 整 備し て く ださ い 。  

ま た 、 試 作 開 発 等 を 行 う 場 合 は 、 成 果 物 を 作 成 し て く だ さ い 。  
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⑧機 械 装 置・ シ ス テム 構 築 費等 に お ける 予 備 品の 購 入 費用 は 、 補助 対 象

とな り ま せん 。  

⑨見 積 書 に有 効 期 限が あ る 場合 は 、 有効 期 限 切れ に 注 意し て く ださ い 。  

⑩補 助 事 業に 係 る 物件 に つ いて は 、 「検 収 年 月日 」 を もっ て 取 得年 月 日

とし ま す （納 品 年 月日 で は あり ま せ ん） の で 、納 品 書 に検 収 印 とし て

年月 日 及 び立 会 者 名を 明 記 する な ど 、検 収 年 月日 を 明 確に し て くだ さ

い。  

⑪事 業 実 施中 に 、 機械 装 置 等購 入 設 備の 目 的 外使 用 を する こ と はで き ま

せん 。  

 

（２ ） 代 金の 支 払 等に 係 る 注意 事 項 につ い て  

①補 助 の 対象 と な る経 費 と は、 「 本 事業 に 必 要な 経 費 とし て 事 務局 の 承

認を 得 た もの で あ り、 補 助 金交 付 決 定日 （ 又 は、 補 助 事業 計 画 変更 承

認日 ） 以 降（ 事 前 着手 承 認 事業 者 に つい て は 、事 前 着 手承 認 日 以降 ）

に発 注 し 、か つ 、 補助 事 業 期間 内 に 支払 が 完 了し た 経 費」 の み です 。

した が っ て、 補 助 金交 付 決 定日 （ 又 は、 補 助 事業 計 画 変更 承 認 日） よ

り前 に 発 注し た 経 費 （ 事 前 着手 承 認 事業 者 に つい て は 、事 前 着 手承 認

日よ り 前 に発 注 し た経 費 ） 、補 助 事 業期 間 よ り後 に 支 払が 行 わ れた 経

費は 補 助 対象 経 費 とし て 認 めら れ ま せん 。  

②支 払 は 、銀 行 振 込の 実 績 で確 認 い たし ま す 。  

③他 の 取 引と の 相 殺払 に よ る支 払 、 手形 に よ る支 払 、 手形 の 裏 書譲 渡 、

小切 手 、 ファ ク タ リン グ （ 債権 譲 渡 ）に よ る 支払 、 事 業期 間 内 に契 約

が完 了 し ない 割 賦 によ る 支 払は 行 わ ない で く ださ い 。 前記 の 支 払に つ

いて は 、 いか な る 事情 で も 一切 認 め られ ま せ んの で ご 注意 く だ さい 。

その 他 、 少額 を 現 金ま た は クレ ジ ッ トカ ー ド で支 払 う 場合 は 、 事前 に

事務 局 に ご相 談 く ださ い 。  

④補 助 事 業物 件 以 外の 支 払 との 混 合 払い は 行 わな い で くだ さ い 。  

⑤銀 行 振 込の 際 は 、銀 行 の 振込 金 受 取書 を 必 ず受 け 取 り、 伝 票 類と 一 緒

に保 管 し てく だ さ い。  

⑥会 計 実 務の 処 理 に当 た っ ては 、 「 費目 別 支 出明 細 書 」に 加 え 、「 預 金

出納 帳 」 など 各 種 元帳 ＜ 参 考様 式 12＞を 整 備 して く だ さい 。  

（３ ） 補 助事 業 に 係る 経 費 とそ れ 以 外の 経 費 のい わ ゆ る混 合 払 いは 行 わ ない で

くだ さ い 。  

（４ ） 補 助金 交 付 申請 額 の 算定 段 階 にお い て 、消 費 税 等は 補 助 対象 経 費 から 除

外し て 算 定し て く ださ い 。  

（５ ） 以 下の 経 費 は補 助 対 象と な り ませ ん 。  

①補 助 金 交付 決 定 日（ 事 前 着手 承 認 事業 者 は 事前 着 手 承認 日 ） より も 前

に発 注 、 購入 、 契 約、 ま た は事 業 期 間終 了 後 に納 品 、 検収 等 を 実施 し

たも の （ 事業 者 が 指定 し た 国内 の 事 業実 施 場 所に 引 き 渡さ れ な いも

の）  

②補 助 事 業期 間 中 の販 売 を 目的 と し た製 品 、 商品 等 の 生産 に 係 る経 費

（テ ス ト 販売 を 除 く）  

③設 置 場 所の 整 備 工事 や 基 礎工 事 に 要す る 費 用  

④事 務 所 等に か か る家 賃 、 保証 金 、 敷金 、 仲 介手 数 料 、光 熱 水 費  

⑤電 話 代 、イ ン タ ーネ ッ ト 利用 料 金 等の 通 信 費（ ク ラ ウド サ ー ビス 利 用

費に 含 ま れる 付 帯 経費 を 除 く）  

⑥商 品 券 等の 金 券  

⑦文 房 具 など の 事 務用 品 等 の消 耗 品 代、 雑 誌 購読 料 、 新聞 代 、 団体 等 の

会費  

⑧飲 食 、 奢侈 、 娯 楽、 接 待 等の 費 用  
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⑨不 動 産 の購 入 費 、自 動 車 等車 両 （ 事業 所 や 作業 所 内 のみ で 走 行し 、 自

動車 登 録 番号 が な く、 公 道 を自 走 す るこ と が でき な い もの を 除 く。 ）

の購 入 費 ・修 理 費 ・車 検 費 用  

⑩税 務 申 告、 決 算 書作 成 等 のた め に 税理 士 、 公認 会 計 士等 に 支 払う 費 用

及び 訴 訟 等の た め の弁 護 士 費用  

⑪収 入 印 紙  

⑫振 込 等 手数 料 （ 代引 手 数 料を 含 む ）  

⑬公 租 公 課（ 消 費 税及 び 地 方消 費 税 額（ 以 下 「消 費 税 等」 と い う） 等 ）  

⑭各 種 保 険料  

⑮借 入 金 など の 支 払 利 息 及 び遅 延 損 害金  

⑯補 助 金 事業 計 画 書・ 申 請 書・ 報 告 書等 の 事 務局 に 提 出す る 書 類作 成 ・

送付 に 係 る費 用  

⑰汎 用 性 があ り 、 目的 外 使 用に な り 得る も の （例 え ば 、事 務 用 のパ ソ コ

ン・ プ リ ンタ ・ 文 書作 成 ソ フト ウ ェ ア・ タ ブ レッ ト 端 末・ ス マ ート フ

ォン 及 び デジ タ ル 複合 機 な ど） の 購 入費  

⑱中 古 市 場に お い てそ の 価 格設 定 の 適正 性 が 明確 で な い中 古 品 の購 入 費  

⑲事 業 に かか る 自 社の 人 件 費（ ソ フ トウ ェ ア 開発 等 ）  

⑳上 記 の ほか 、 公 的な 資 金 の用 途 と して 社 会 通念 上 、 不適 切 と 認め ら れ

る経 費  

 

 

２． 伝 票 類等 の 整 理・ 保 管 につ い て  

（１ ） 補 助金 関 係 手続 き の 整理 ・ 保 管に つ い て  

補助 事 業 に関 係 す る書 類 に つい て 、 わか り や すい よ う 下記 順 序 で整 理 ・

保管 を し てく だ さ い。  

整理 ・ 保 管す べ き 手続 き 書 類  

 ア ． 補 助事 業 の 事業 計 画 書（ 控 ）  

 イ ． 採 択通 知 書  ※  事 務局 か ら 交付  

 ウ ． 補 助金 交 付 申請 書 （ 控）  

 エ ． 補 助金 交 付 決定 通 知 書  ※  事務 局 か ら交 付  

 オ ． 補 助事 業 遂 行状 況 報 告書 （ 控 ）  

 カ ． 補 助事 業 計 画変 更 承 認申 請 書 （控 ） ※  計 画 変 更承 認 申 請し た

場合 の み  

 キ ． 補 助事 業 計 画変 更 承 認通 知 書  ※  計 画変 更 承 認し た 場 合の み

事務 局 か ら交 付  

 ク ． 補 助金 概 算 払請 求 書 （控 ） ※ 該当 事 業 者の み  

 ケ ． 補 助事 業 実 績報 告 書 （控 ）  

 コ ． 補 助金 確 定 通知 書  ※  事 務 局か ら 交 付  

 サ ． 補 助金 精 算 払請 求 書 （控 ）  

 

（２ ） 経 理証 拠 書 類の 整 理 ・保 管 に つい て  

伝票 類 は 、補 助 事 業に 係 っ たも の だ けを 抽 出 し、 機 械 装置 ・ シ ステ ム 構

築費 等 の 種別 （ 費 目別 ） ・ 物件 別 に 時系 列 に 整理 ・ 保 管し て く ださ い 。

また 、 補 助事 業 の 経理 書 類 には 、 「 Ｒ１  も の補 助 」 表示 と 費 目別 支 出

明細 書 に 記載 す る 管理 No.を 付 け てく ださ い 。  

経理 証 拠 書類 と し ては 、 見 積依 頼 書 又は 「 仕 様書 」 の 写し の 他 、見 積

書、 注 文 書、 受 注 書、 契 約 書、 納 品 書、 請 求 書、 銀 行 振込 依 頼 書（ 領 収

書） 等 を 整備 、 保 管し て く ださ い 。  

また 、 各 種元 帳 ＜ 参考 様 式 12＞ を 整 備し て く ださ い 。  
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補助 事 業 終了 後 の 確定 検 査 の際 、 経 理証 拠 書 類の 原 本 が確 認 で きな い 場

合は 補 助 対象 と な らな い 場 合が あ り ます 。 不 備・ 滞 り のな い よ う証 拠 書

類を 整 備 して く だ さい 。  

また 、 経 理証 拠 書 類 の 整 備 、保 管 の 期間 は 交 付規 程 第 ９条 第 ２ 項に 基 づ

き５ 年 と なり ま す 。 補 助 事 業終 了 後 の５ 年 間 は適 切 に 保管 し て くだ さ

い。  

 

 

３． 補 助 対象 物 件 等の 整 理 ・保 管 に つい て  

伝票 類 の 整理 ・ 保 管以 外 に も、 整 え るべ き 書 類や 補 助 対象 物 件 等が あ り ま

すの で 、 これ ら の 書類 等 に つい て は 、経 理 証 拠書 類 で ある 伝 票 類と 同 様 に

「Ｒ １  もの 補 助 」と 記 載 し、 経 理 担当 者 と も連 携 の 上、 補 助 事業 終 了 後５

年間 、 適 切に 整 備 ・保 存 を お願 い し ます 。  

また 、 書 類以 外 の 補助 対 象 物件 に は その 旨 の ラベ ル 等 を貼 付 し て管 理 し ま

す。 な お 、「 機 械 装置 等 」 を購 入 し た場 合 に は、 「 補 助事 業 等 によ り 取 得

し、 又 は 効用 の 増 加し た 財 産の 処 分 制限 期 間 」（ 昭 和 ５３ 年 ８ 月５ 日 通 商産

業省 告 示 第３ ６ ０ 号） 及 び 「減 価 償 却資 産 の 耐用 年 数 等に 関 す る省 令 」 （昭

和４ ０ 年 ３月 ３ １ 日大 蔵 省 令第 １ ５ 号） に 基 づき 、 補 助事 業 実 施期 間 後 であ

って も そ の当 該 償 却期 間 は 、責 任 を 持っ て 整 備・ 保 管 して く だ さい 。  

 

※開 発 研 究用 の 機 械及 び 装 置は ４ 年 、ソ フ ト ウェ ア は ３年 で す （「 設 備

投資 の み 」を 目 的 とし た 事 業者 の 場 合の 耐 用 年数 は こ の限 り に あり ま せ

んの で ご 注意 く だ さい ） 。 その 他 、 特許 権 は ８年 、 実 用新 案 権 は５ 年 、

意匠 権 は ７年 及 び 商標 権 は １０ 年 で す。  

補助 事 業 によ り 取 得し 、 又 は効 用 の 増加 し た 財産 に つ いて は 、 補助 事 業

の完 了 後 にお い て も、 善 良 な管 理 者 の注 意 を 持っ て 管 理し 、 補 助事 業 の

目的 に 従 って 、 そ の効 率 的 な運 用 を 図っ て く ださ い 。  

 

さら に 、 補助 事 業 期間 内 は もち ろ ん 、財 産 処 分制 限 期 間に お い ては 、 全 国

中央 会 及 び事 務 局 の承 認 な く、 ① 補 助金 の 交 付の 目 的 に反 す る 使用 、 転 用、

譲渡 、 交 換、 貸 付 、② 担 保 に供 す る 処分 、 廃 棄等 を す るこ と は でき ま せ んの

でご 注 意 くだ さ い 。  

 

 

 ①  機 械装 置 ・ シス テ ム 構築 費 で 計上 し た 物件 等 の 整備 ・ 保 管に あ た って  

ア． 補 助 対象 物 件 受払 簿 （ 機械 装 置 等設 備 を 製作 す る 場合 の 部 品） を 整 備

する 。  

イ． 購 入 物件 ご と の納 品 前 後の 写 真 及び 送 付 伝票 の 写 真を 撮 る 。  

ウ． 補 助 対象 物 件 及び 付 属 品に 「 Ｒ １  も の 補助 」 の 表示 を 行 う（ シ ー

ル、 マ ジ ック 等 、 表示 例 は 枠外 に 記 載） 。  

 

  表 示 例     

 

 

補助 事 業 によ り 取 得し た 機 械装 置 等 は、 取 得 財産 等 管 理台 帳 を 含め 、 備

品台 帳 等 を作 っ て 整備 し て くだ さ い 。ま た 、 機械 装 置 等は 、 納 品前 （ 据

付前 ） と 納品 後 （ 据付 後 ） の写 真 を 撮っ て お いて く だ さい 。 他 の機 械 装

置等 に 組 み込 ま れ る場 合 は 、そ の 状 況が わ か るよ う に 写真 を 撮 って お い

てく だ さ い。  
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 ③  原 材料 費 で 購入 し た 物件 等 の 整備 ・ 保 管に あ た って  

ア． 補 助 対象 物 件 受払 簿 を 整備 す る 。  

イ． 購 入 物件 の 納 品前 後 の 写真 （ 種 類ご と に 全数 を 並 べた も の ）及 び 送 付

伝票 の 写 真を 撮 る 。  

ウ． 容 器 等に 「 Ｒ １  も の 補助 」 の 表示 を 行 う（ シ ー ル、 マ ジ ック 等 、 表

示例 は 枠 外に 記 載 ）。  

エ． 使 用 した 試 薬 類の 容 器 ・包 装 類 を保 管 す る。  

 

  表 示 例     

 

 

補助 対 象 物件 の う ち、 そ の 使用 形 態 が「 原 材 料・ 副 資 材」 等 と して 使 用

する 場 合 は、 「 補 助対 象 物 件受 払 簿 」＜ 参 考 様式 １ ＞ を整 備 し てく だ さ

い。  

原材 料 に つい て は 、実 際 に 使用 し た 数量 分 の み補 助 対 象と な り ます 。 補

助対 象 と なる 経 費 は、 購 入 金額 か ら 購入 数 量 と使 用 数 量で 按 分 した 金 額

とな り ま す。 部 品 ・材 料 等 に組 み 込 まれ る 場 合は 、 そ の状 況 が わか る よ

うに 写 真 を撮 っ て おい て く ださ い 。  

また 、 試 作開 発 の 途上 に お いて 発 生 した 仕 損 じ品 及 び テス ト ピ ース 等 の

補助 対 象 物件 は 保 管し て く ださ い 。 ただ し 、 補助 金 額 確定 後 に おい て 保

管が 困 難 な場 合 は 、当 該 物 件の 内 容 が確 認 で きる 写 真 等に よ り 代用 で き

ます が 、 まず は 事 務局 に ご 相談 く だ さい 。  

 

 ④  外 注費 を 計 上し た 物 件等 の 整 備・ 保 管 にあ た っ て  

※試 作 品 、加 工 品 等が あ る 場合 の み  

ア． 補 助 対象 物 件 受払 簿 （ 試作 品 開 発に 必 要 な原 材 料 等再 加 工 ）を 整 備 す

る。  

イ． 契 約 書を 整 備 する 。  

イ． 試 作 品、 加 工 品の 加 工 前後 の 写 真及 び 授 受し た 際 の送 付 伝 票の 写 真 を

撮る 。  

ウ． 補 助 対象 物 件 に、 「 Ｒ １  も の 補助 」 の 表示 を 行 う（ シ ー ル、 マ ジ ッ

ク等 、 表 示例 は 枠 外に 記 載 ）。  

 

  表 示 例     

 

 

加工 品 は 、可 能 な 限り 加 工 前後 の 写 真を 撮 っ てく だ さ い。 ま た 、で き あ

がっ た 加 工品 を 、 さら に 部 材等 、 機 械装 置 等 に組 み 込 む場 合 は 、そ の 状

況が わ か るよ う に 写真 を 撮 って お い てく だ さ い。  

 

 

 ⑤  広 告宣 伝 ・ 販売 促 進 費（ 特 別 枠の み ） を計 上 し た物 件 等 の整 備 ・ 保管

にあ た っ て  

ア． 作 成 した 広 告 （パ ン フ レッ ト 、 動画 、 写 真） 媒 体 、マ ー ケ ティ ン グ ツー

ルを 整 備 する 。  
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イ． 展 示 会・ セ ミ ナー 開 催 、市 場 調 査、 営 業 代行 に か かる 報 告 書等 を 整 備す

る。  

 

 広 告 等 の補 助 対 象物 件 に は、 必 ず 「令 和 ２ 年度 補 正  も の づ くり 補 助 金に

より 作 成 」の 表 示 をい れ て くだ さ い 。  

補助 対 象 物件 の う ち、 そ の 使用 形 態 が「 配 布 物」 と し て使 用 す る場 合 は 、

「補 助 対 象物 件 受 払簿 」 ＜ 参考 様 式 １＞ を 整 備し て く ださ い 。  

 

 ⑥  感 染防 止 対 策費 （ 事 業再 開 枠 のみ ） を 計上 し た 物件 等 の 整備 ・ 保 管に

あた っ て  

ア． 補 助 対象 物 件 受払 簿 （ 消耗 品 、 配布 物 ） を整 備 す る。  

イ． 消 耗 品、 配 布 物以 外 は 備品 台 帳 を整 備 す る。  

ウ． 購 入 物件 等 ご との 写 真 を撮 る 。  

エ． 補 助 対象 物 件 及び 付 属 品 （ 消 耗 品以 外 ） に「 Ｒ １  も の 補 助」 の 表 示を

行う （ シ ール 、 マ ジッ ク 等 、表 示 例 は枠 外 に 記載 ） 。  

 

  表 示 例  

 

 

 

 

   補 助対 象 物 件の う ち 、そ の 使 用形 態 が 「消 耗 品 」 「 配 布 物」 と し て使 用

する 場 合 は、 「 補 助対 象 物 件受 払 簿 」＜ 参 考 様式 １ ＞ を整 備 し てく だ さ

い。  

「消 耗 品 」「 配 布 物」 と し て使 用 し た場 合 に つい て は 、 事 業 実 施期 間 内

で実 際 に 使用 し た 数量 分 の み補 助 対 象と な り ます 。 補 助対 象 と なる 経 費

は、 購 入 金額 か ら 購入 数 量 と使 用 数 量で 按 分 した 金 額 とな り ま す。  

ポス タ ー ・チ ラ シ 等「 配 布 物」 の 補 助対 象 物 件に は 、 必ず 「 令 和２ 年 度

補正  も のづ く り 補助 金 に より 作 成 」の 表 示 をい れ て くだ さ い 。  

 

４． 補 助 対象 物 件 の転 用 ・ 試作 品 の 無償 譲 渡 につ い て  

 ①  補 助事 業 に より 取 得 し、 効 用 が増 加 し た処 分 制 限財 産 の 転用  

本補 助 事 業で は 、 試作 開 発 等を 目 的 とす る 補 助事 業 に より 取 得 又は 効 用

が増 加 し た機 械 設 備の 生 産 転用 を 行 うこ と が でき ま す 。  

そも そ も 、国 の 補 助制 度 は 「適 正 化 法」 に 則 って 財 産 の処 分 （ ①補 助 金

の交 付 の 目的 に 反 する 使 用 、転 用 、 譲渡 、 交 換、 貸 付 け、 ② 担 保に 供 す

る処 分 、 廃棄 等 を いう ） を 行う こ と が制 限 さ れて お り 、承 認 を 受け ず に

処分 （ 生 産転 用 を 含む ） を 行っ て は なら な い と定 め て いま す 。 さら に 、

処分 を 行 うこ と で 得た 収 入 に関 し て は、 補 助 金の 交 付 額を 限 度 とし た 国

庫納 付 を 義務 づ け てい ま し た。  

しか し 、 平成 ２ ０ 年６ 月 に 議員 立 法 によ り 公 布さ れ た 「研 究 開 発シ ス テ

ムの 改 革 の推 進 等 によ る 研 究開 発 能 力の 強 化 及び 研 究 開発 等 の 効率 的 推

進等 に 関 する 法 律 」第 ３ ９ 条に よ り 、国 の 資 金に よ る 研究 開 発 に係 る 設

備が 有 効 に活 用 さ れる よ う 配慮 す る 理念 規 程 が定 め ら れま し た 。  

それ を 受 け、 経 済 産業 省 で は、 平 成 ２１ 年 ３ 月の 「 補 助事 業 等 によ り 取

得し 又 は 効用 の 増 加し た 財 産の 処 分 等の 取 扱 いに つ い て」 と い う通 達 に

おい て 、 承認 を 受 けれ ば 、 中小 企 業 者が 研 究 開発 を 主 たる 目 的 とす る 補

助事 業 等 の成 果 を 活用 し て 実施 す る 事業 に 使 用す る 機 械設 備 に 転用 （ 財
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産の 所 有 者の 変 更 を伴 わ な い目 的 外 使用 （ 成 果活 用 型 生産 転 用 ）） す る

場合 、 処 分を 行 う こと で 得 た収 入 に 関し 、 こ れま で は 必要 と し てい た 国

庫納 付 を 免除 す る とい う 特 例を 設 け まし た 。  

これ に よ り、 本 補 助事 業 で は、 補 助 金に よ っ て取 得 し 又は 効 用 が増 加 し

た単 価 ５ ０万 円 （ 税抜 き ） 以上 の 機 械設 備 を 、本 事 業 の成 果 を 活用 し て

実施 す る 事業 に 転 用（ 成 果 活用 型 生 産転 用 ） する 場 合 は、 「 様 式第 １ １  

取得 財 産 の処 分 承 認申 請 書 」に よ っ て事 務 局 へ申 請 を 行い 、 承 認を 受 け

るこ と で 、補 助 金 の一 部 に 相当 す る 金額 を 事 務局 に 納 付す る 義 務が 免 除

され ま す 。  

［提 出 時 期： 精 算 払完 了 以 降、 提 出 方法 ： Ｊ グラ ン ツ ］  

（注 １ ） 生産 プ ロ セス の 改 善 等 を 目 的に 導 入 する 機 械 装置 ・ シ ステ ム 構

築は 対 象 では あ り ませ ん 。  

（注 ２ ） 試作 開 発 等を 目 的 とす る 補 助事 業 で 取得 し た 機械 設 備 を生 産 設

備と し て 転用 す る 場合 は 、 上記 の 手 続き が 必 要で す の で、 ご 注 意

くだ さ い 。  

（注 ３ ） 収益 納 付 が免 除 さ れる 訳 で はあ り ま せん の で ご注 意 く ださ い 。  

 

 ②  試 作開 発 品 等の 無 償 譲渡 、 無 償貸 与 又 は無 償 供 与（ 試 作 開発 を 行 う場 合

のみ ）  

本補 助 事 業の 成 果 であ る 試 作開 発 品 等（ 当 該 試作 品 を 作成 す る にあ た り

構成 要 素 とし て 利 用し た 原 材料 、 機 器装 置 等 の補 助 対 象物 件 の 購入 価 格

の合 計 が ５０ 万 円 （税 抜 き ）を 超 え るも の で 複数 個 作 成す る も の等 ） を

補助 事 業 期間 内 に 限り 、 開 発し た 試 作品 等 の 性能 評 価 を行 う 目 的で 検 査

機関 や ユ ーザ ー 等 に無 償 譲 渡、 無 償 貸与 又 は 無償 供 与 する こ と がで き 、

試作 品 等 の完 成 度 を高 め る ため に 活 用す る こ とが で き ます 。  

無償 譲 渡 、無 償 貸 与又 は 無 償供 与 す る場 合 は 、当 該 譲 渡等 を 受 ける 者 か

ら、 譲 渡 品等 の 名 称及 び 数 量、 目 的 、成 果 の 取扱 い 等 につ い て 記載 し た

「様 式 第 １２  試 作品 等 （ 成果 ） 受 領書 」 及 び、 譲 渡 先、 貸 与 先又 は 供

与先 に お ける 使 用 状況 等 が わか る 写 真の 提 出 を受 け て くだ さ い 。そ れ ら

資料 は 取 得財 産 等 管理 台 帳 に添 付 し てお き 、 実績 報 告 書を 事 務 局に 提 出

する 際 に 、併 せ て 提出 す る こと が 必 要と な り ます 。  

［提 出 時 期： 実 績 報告 書 提 出時 、 提 出 方 法 ： Ｊグ ラ ン ツ ］  

 

 ③  テ スト 販 売 （試 作 開 発 を 行 う 場合 の み ）  

テス ト 販 売と は 、 補助 事 業 者が 自 己 負担 ※ に より 、 ① 展示 会 等 のブ ー

ス 、 ②補 助 事 業者 が所 有 若 しく は 自 ら借 り 上 げた 販 売 スペ ー ス  、 ③ 第

三者 へ の 委託 な ど を通 じ 、 限定 さ れ た期 間 な どで 不 特 定多 数 の 人に 対

し、 本 事 業で 開 発 した 試 作 品等 を 試 験的 に 販 売し 、 商 品仕 様 、 顧客 の 反

応等 を 測 定・ 分 析 し、 試 作 品等 に 改 良・ 修 正 を加 え て 本格 的 な 生産 ・ 販

売活 動 に 繋げ る た めの 事 業 をい い ま す。  

テス ト 販 売に つ い ては 、 以 下の 要 件 をす べ て 満た す 場 合に の み 認め ら れ

ます 。  

なお 、 テ スト 販 売 の実 施 に 伴い 収 益 （収 入 か ら自 己 負 担額 を 差 し引 い た

額） が 発 生し た 場 合に は 、 当該 収 益 を補 助 対 象経 費 か ら差 し 引 いて 算 出

する こ と とな り ま す。  

【補 助 対 象の 要 件 】  

○  テ ス ト販 売 品 の販 売 期 間が 概 ね １ヵ 月 以 内と な る もの 。  

○  テ ス ト販 売 は 、同 一 の 場所 及 び 同一 の 趣 旨で 複 数 回行 わ な いも の

（試 作 品 の改 良 、 販売 予 定 価格 の 改 訂を し た 場合 を 除 く） 。  
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○  テ ス ト販 売 品 には 、 通 常の 販 売 商品 と テ スト 販 売 品と が 区 別で き る

よう 、 「 テス ト 販 売価 格 」 など と テ スト 販 売 品で あ る 旨を 明 記 する こ と

が可 能 な もの 。  

○  消 費 者に 対 し てア ン ケ ート 等 の 調査 を 行 い、 テ ス ト販 売 の 効果 を 検

証す る こ とが で き るも の 。  

※特 別 枠 で採 択 さ れた 事 業 者の う ち 、広 告 宣 伝・ 販 売 促進 費 を 補助 対 象

経費 と し て計 上 す る事 業 者  

を除 き ま す。  

 

５． 試 作 品等 の 開 発記 録 の 整理 ・ 保 存に つ い て  

補助 事 業 に従 事 す るに あ た り、 実 施 した 作 業 実績 を 記 録し 、 保 管す る 必

要が あ り ます 。 下 記の 書 類 など の 整 理・ 保 存 を行 っ て くだ さ い （５ 年 間

保存 ） 。  

・  試 作 開発 上 の 実験 デ ー タ・ 図 表 ・グ ラ フ ・写 真  

・  製 作 した 試 作 品等 の 図 面・ 仕 様 書及 び 部 品の 一 覧 表  

・  研 究 者の フ ィ ール ド ノ ート  

・  会 議 ・打 合 せ の議 事 録  

 

 ①  書 類整 備 等 につ い て  

書類 に つ いて は 、 経理 担 当 者と も 連 携の 上 、 補助 事 業 終了 後 ５ 年間 、 適

切に 物 件 毎に 整 備 ・保 存 を して く だ さい （ 監 査の 際 に 、原 本 を 確認 し ま

す） 。  

 

 ②  補 助対 象 物 件の 管 理 等に つ い て  

補助 事 業 によ り 取 得し 、 又 は効 用 の 増加 し た 財産 に つ いて は 、 補助 事 業

の完 了 後 にお い て も、 善 良 な管 理 者 の注 意 を もっ て 管 理し 、 補 助事 業 の

目的 に 従 って 、 そ の効 率 的 な運 用 を 図っ て く ださ い 。  

補助 対 象 物件 の 納 品等 に あ たっ て は 写真 を 撮 って い た だく と と もに 、 補

助対 象 物 件で あ る こと が わ かる よ う ラベ ル 等 を貼 付 し てく だ さ い。 ま

た、 原 材 料等 で 使 用し た 試 薬類 の 容 器・ 包 装 類や 仕 損 じ品 及 び テス ト ピ

ース 等 の 補助 対 象 物件 は 、 破棄 せ ず に保 管 し てお い て くだ さ い 。  

 

 ③  そ の他  

計画 ど お りの 補 助 事業 を 期 間内 に 完 了す る こ とが 重 要 とな り ま す。 た だ

し、 試 作 品等 の 開 発で す の で全 て が 順調 に い くと も 限 りま せ ん 。や む を

得ず 補 助 事業 内 容 を変 更 す る場 合 は 、事 前 の 承認 が 必 要と な る ため 、 事

前に 事 務 局へ 連 絡 を取 り 、 所定 の 手 続を 経 て くだ さ い 。  

その 他 、 ご不 明 な 点等 が 発 生し た 場 合に は 、 まず は 事 務局 に ご 連絡 く だ

さい ま す よう お 願 いい た し ます 。  

 

Ⅲ．補助事業終了後の義務                               
１． 財 産 処分 の 承 認申 請 （ 交付 規 程 第２ １ 条 ）  

補助 事 業 によ っ て 取得 し 又 は効 用 が 増加 し た 単価 ５ ０ 万円 （ 税 抜き ） 以

上の 機 械 装置 等 の 財産 は 、 補助 事 業 終了 後 も 処分 制 限 期間 内 は 保管 す る

義務 が あ りま す 。 それ ら を 処分 （ 補 助金 の 交 付の 目 的 に反 す る 使用 、 譲

渡、 交 換 、貸 付 、 担保 に 供 する 処 分 、廃 棄 等 ）し よ う とす る 場 合は 、 事

前に 「 様 式第 １ ０ －１  財 産処 分 承 認申 請 書 」 を 事 務 局に 提 出 し、 「 様

式第 １ ０ －２  財 産処 分 承 認通 知 書 」に よ る 全国 中 央 会の 承 認 を受 け な
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けれ ば な りま せ ん 。事 前 に 事務 局 に 申請 を 行 って 、 承 認を 得 な けれ ば 処

分す る こ とが で き ませ ん 。  

なお 、 当 該承 認 に 係る 財 産 を処 分 し たと き は 、「 様 式 第１ ０ － ３  財 産

処分 報 告 書」 を 提 出し 、 事 務局 よ り 通知 さ れ る「 様 式 １０ － ４  財 産 処

分納 付 通 知書 」 に より 、 そ の譲 渡 額 （譲 渡 等 によ る 処 分時 に 、 処分 価 格

を複 数 の 見積 書 の 徴取 に よ り算 出 で きる 場 合 、見 積 価 格の 高 い 額） 又

は、 残 存 簿価 相 当 額を 基 に した 計 算 式に よ り 算出 し た 補助 金 の 全部 又 は

一部 に 相 当す る 金 額を 全 国 中央 会 及 び事 務 局 が指 定 す る口 座 に 納付 し て

いた だ き ます 。  

ただ し 、 本事 業 の 成果 を 活 用し て 実 施す る 事 業に 使 用 する た め に取 得 財

産（ 機 械 装置 等 ） を転 用 （ 財産 の 所 有者 の 変 更を 伴 わ ない 目 的 外使 用

（成 果 活 用型 生 産 転用 ） を い う 。 ） する 場 合 は、 「 様 式第 １ １  取 得 財

産の 処 分 承認 申 請 書」 に よ って 事 前 に 全 国 中 央会 及 び 事務 局 へ 申請 を 行

い、 承 認 を受 け れ ば、 補 助 金の 一 部 に相 当 す る金 額 を 納付 す る 義務 が 免

除さ れ ま す（ 収 益 納付 が 免 除さ れ る 訳で は あ りま せ ん ）。  

①交 付 規 程第 ２ １ 条第 ２ 項 の補 助 事 業に よ り 取得 し 、 又は 効 用 が増 加 し

た財 産 の 処分 制 限 期間 に つ いて は 、 交付 規 程 第１ ９ 条 第２ 項 に 定め て

いる 「 減 価償 却 資 産の 耐 用 年数 等 に 関す る 省 令」 （ 昭 和４ ０ 年 ３月 ３

１日 大 蔵 省令 第 １ ５号 ） 及 び「 補 助 事業 等 に より 取 得 し、 又 は 効用 の

増加 し た 財産 の 処 分制 限 期 間」 （ 昭 和５ ３ 年 ８月 ５ 日 通商 産 業 省告 示

第３ ６ ０ 号） 並 び に補 助 事 業等 に よ り取 得 し 又は 効 用 の増 加 し た財 産

の処 分 等 の取 扱 い につ い て （平 成 １ ６・ ０ ６ ・１ ０ 会 課第 ５ 号 ）の と

おり と し ます 。  

②補 助 事 業者 が 処 分制 限 財 産を 目 的 外使 用 す る場 合 は 、 全 国 中 央会 の 承

認を 要 し ます 。  

③交 付 規 程第 ２ １ 条第 ５ 項 にお け る 財産 処 分 によ る 納 付金 の 算 出の 方 法

は、 次 の 算式 に よ りま す 。  

D ＝  A × C／ B 

④計 算 結 果は 、 円 未満 を 切 り捨 て ま す (国税 通 則 法基 本 通達 「 第 119条

関係 」 の 考え 方 を 援用 )  

 

ここ で 各 々の 記 号 の意 味 は 以下 の と おり と し ます 。  

Ａ ： 有 償 譲 渡 又 は 有 償 貸 付 に 係 る 補 助 金 返 還 額 は 、 処 分 制 限 財 産 に 係 る 補

助 金 額 を 上 限 と し て 、 譲 渡 額 又 は 貸 付 額 （ た だ し 、 当 該 譲 渡 額 又 は 貸

付 額 が 残 存 簿 価 相 当 額 又 は 鑑 定 評 価 を 行 っ た 場 合 の 鑑 定 評 価 額 に 比 し

て 著 し く 低 価 で あ る 場 合 に お い て 、 そ の 理 由 を 合 理 的 に 説 明 す る こ と

が で き な い と き は 、 残 存 簿 価 相 当 額 又 は 鑑 定 評 価 額 ） 。 目 的 外 使 用 、

無 償 譲 渡 、 無 償 貸 付 等 の 補 助 金 返 還 額 は 、 残 存 簿 価 相 当 額 （ た だ し 、

鑑 定 評 価 を 行 う 場 合 に は 、 残 存 簿 価 相 当 額 と 鑑 定 評 価 額 の い ず れ か 高

い額 ） 。  

Ｂ ： 当 該 処 分 財 産 に 係 っ た 補 助 対 象 経 費 … 交 付 規 程 様 式 第 ６ の 別 紙 ２ の 経

費支 出 明 細＜ 経 費 明細 表 ＞ のう ち 「 実績 額 （ Ｂ） 」 欄 から 求 め る。  

Ｃ： Ｂ に 対す る 当 該補 助 金 の確 定 額  

Ｄ： 納 付 金額  

 

※１ ： 残 存簿 価 相 当額 算 定 にあ た っ ては 以 下 の計 算 に より ま す 。圧 縮 記 帳は

考慮 し ま せん 。  

     残 存 簿 価相 当 額  ＝  取 得価 額 (税 抜 き) －  減 価 償 却費 （ 累

計金 額 ）   



 

- 24 - 

   な お、 減 価 償却 費 の 計算 方 法 は定 率 法 を原 則 と して 、 以 下の 通 り と

いた し ま す。  

 

     減 価 償 却費 （ 累 計金 額 ） ＝  ア  × イ  × カ  ÷１ ２か

月。  

 

円未 満 の 取り 扱 い は事 業 者 の会 計 方 針に 準 じ ます 。 倒 産等 で 連 絡不 通

等「 方 針 不明 」 の 場合 は 切 り上 げ と しま す (+1円)。  

計算 に 用 いる 指 標 は以 下 の  ア ・ イ ・ウ ・ エ ・オ ・ カ を適 用 し て計 算

して く だ さい 。  

 

   ア ；取 得 原 価 (税抜 き) イ； 耐 用年 数 に 基づ い た 償却 率    ウ ；

取得 年 月 日  

   エ ；処 分 等 の年 月 日   オ ； 耐用 年 数 (参 考情 報 とし て 確 認 ) カ ；

月数     

    

カの 月 数 計算 は 、 法人 税 法 施行 令 第 59条第 2項 あ るい は同 施 行 令第

61条第 3項 の 規定 を準 用 し 、（ ウ ） と（ エ ） の間 の 「 足掛 け 月 数」 を

数え て 、 月未 満 は 切上 げ と しま す 。  

上記 各 条 項は 事 業 年度 が 前 提と な っ てい る こ とか ら 、 （ウ ） と （エ ）

の間 に 事 業年 度 （ 決算 期 末 ）を 跨 ぐ 場合 に お いて は 、 それ ぞ れ の事 業 年

度ご と に 1か 月 未 満の 日 数 を「 1か 月 」と し て 処理 を 行 いま す 。  

例と し て （ウ ） が ６月 15日、 決 算 期 末が 9月 30日、 （ エ） が 12

月３ 日 の 場合 、 （ カ） は 「 ７か 月 」 とし ま す （ 6/15～11/15まで の ５

か月 ＋ １ か月 ＝ 計 ６か 月 、 とは し な い） 。 事 業年 度 ご とに 、 各 事業 年 度

末の 残 存 簿価 が 『 期末 帳 簿 価額 』 と なり 、 す なわ ち 、 翌事 業 年 度の 『 期

首帳 簿 価 額』 と な りま す 。  

ただ し 、 端数 処 理 にお け る 切上 げ ・ 切捨 て ・ 四捨 五 入 の取 り 扱 いは 事

業者 が 償 却資 産 明 細・    固 定 資 産台 帳 等 で明 確 に 切上 げ ・ 切捨 て ・

四捨 五 入 の方 針 を 示し て い る場 合 は 、当 該 方 針に 準    拠 し て計 算 し

ます 。  

法人 が 採 用す る 減 価償 却 の 方法 は 建 物等 を 除 いて 「 定 率法 」 が 一般 的

であ る こ とか ら 、 事業 者 が 独自 に 採 用す る 会 計基 準 (圧 縮記 帳 等 )に 関わ

らず 、 原 則と し て イに 定 率 法の 償 却 率を 用 い て 減 価 償 却費 を 計 算し て く

ださ い 。 経過 年 数 が進 行 す ると 減 価 償却 額 が 「保 証 率 にも と づ く償 却 保

証額 」 未 満と な る 場合 が あ りま す の で、 こ の 場合 は 「 改定 償 却 率」 を 用

いて 計 算 しま す 。 計算 方 法 の詳 細 は 『 平 成 23年 12月 税制 改 正 （  法 人

の減 価 償 却制 度 の 改正 ） 』 に拠 り ま す 。  

ただ し 、 個人 事 業 主の 場 合 は「 定 額 法」 採 用 が一 般 的 であ る こ とか ら

定額 法 の 償却 率 を 用い    て 計 算 して く だ さい 。 個 人事 業 主 が「 定 率

法で 計 算 する 」 旨 を申 告 し てき た 場 合は 、 こ れを 妨 げ るも の で はあ り ま

せん 。 ま た、 法 人 税法 施 行 令第 48条 の２ に も とづ き 、 機械 装 置 ・器 具

備品 に つ いて 定 額 法で 計 算 して い る 法人 が 「 定額 法 で 計算 す る 」旨 を 申

告し て き た場 合 も 、こ れ を 妨げ る も ので は あ りま せ ん 。  

なお 、 こ の計 算 に よる 残 存 簿価 相 当 額算 定 に つい て は 「平 成 27年 度

補正 も の づく り 補 助金 」 以 降の 現 存 する 全 て の補 助 事 業者 に 対 して 、 本

改訂 日 以 降適 用 す るも の と いた し ま す。  

 

⑤補 助 事 業で 取 得 する 財 産 （機 械 装 置等 ） を 担保 に 供 する 場 合 の取 扱 い

につ い て  
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対象 機 械 装置 を 取 得す る た め若 し く は資 金 繰 りの 悪 化 等に よ り 補助 事

業遂 行 の ため 必 要 な資 金 調 達を す る 場合 に 限 り、 担 保 権実 行 時 に納 付

する こ と を条 件 に 認め ら れ ます 。  

ア） 補 助 金交 付 申 請時 に 事 前申 請 す る場 合  

「様 式 第 １  補 助 金交 付 申 請書 」 ５ ．資 金 調 達内 訳 の 資金 の 調 達

先欄 に 、 金融 機 関 名及 び 補 助事 業 で 取得 す る 財産 （ 機 械装 置 等 ）

を担 保 に 供す る 借 入で あ る 旨及 び 理 由等 を 明 記し て く ださ い 。  

イ） 補 助 事業 期 間 中に 事 前 申請 す る 場合  

「様 式 第 ３－ １  補助 事 業 計画 変 更 承認 申 請 書」 ２ ． 変更 の 内 容

欄に 理 由 等を 明 記 して く だ さい 。  

ウ） 補 助 事業 終 了 後に 事 前 申請 す る 場合  

「様 式 第 １０ － １  財 産 処 分承 認 申 請書 」 ５ ．に 理 由 を明 記 し て

くだ さ い 。  

［提 出 期 限： 事 前 承認 、 提 出方 法 ： Ｊグ ラ ン ツ］  

⑥交 付 決 定後 に 、 本補 助 金 の交 付 決 定債 権 を 金融 機 関 に譲 渡 し 、譲 渡 債

権の 対 価 とし て 資 金を 調 達 する 場 合 の取 扱 い につ い て は、 「 様 式 第 ３

－ １  補 助 事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書 ～ ２ ． 変 更 の 内 容 」  欄 に 理 由 等 を

明 記 し て く だ さ い 。  

⑦補 助 事 業期 間 終 了後 に 補 助対 象 者 （大 企 業 化及 び み なし 大 企 業化 を 除

く。 ） に 該当 し な くな っ た 場合 は 、 処分 制 限 財産 に つ いて 財 産 処分 と

なり 、 残 存簿 価 相 当額 で 補 助金 の 返 納を し て いた だ く 必要 が あ りま

す。  

⑧災 害 等 によ り 取 得財 産 を 使用 で き なく な っ た場 合 等 は、 ま ず は事 務 局

まで ご 連 絡く だ さ いま す よ うお 願 い しま す 。  

 

 
２． 事 業 化状 況 ・ 知的 財 産 権等 報 告 書の 提 出 （交 付 規 程第 ２ ３ 条、 ２ ４ 条）  

  （ 補 助事 業 年 度終 了 後 ５年 間 ）  

補助 事 業 終了 後 ５ 年間 、 補 助事 業 の 成果 の 事 業化 状 況 等に つ い て、 「 様 式

第１ ３  事業 化 状 況・ 知 的 財産 権 等 報告 書 」 及び 「 事 業化 状 況 等の 実 態 把握

調査 票 」 を提 出 す る義 務 が あり ま す が、 「 令 和元 年 度 補正 も の づく り ・ 商

業・ サ ー ビス 生 産 性向 上 促 進補 助 金  事 業 化 状況 ・ 知 的財 産 権 等報 告 シ ステ

ム」 か ら 入力 い た だく こ と で提 出 し たこ と と なり ま す 。  

第１ 回 目 の提 出 時 期は 令 和 ３年 ４ 月 １日 ～ ５ 月３ １ 日 まで で あ り、 以 降 に

つい て は 以下 の と おり で す 。  

なお 、 事 業化 に 関 する 状 況 は、 報 告 対象 期 間 内に 確 定 した 直 近 の決 算 数 値

を用 い て くだ さ い 。  

［報 告 時 期： 各 年 度報 告 対 象期 間 、 報告 方 法 ：シ ス テ ム入 力 、 報告 先 ：

全国 事 務 局］  

 

決算 年 月 日に よ り 採用 す べ き決 算 年 が異 な る 場合 が ご ざい ま す 。採 用 す る

決算 時 期 につ き ま して は 『 事業 化 状 況報 告 シ ステ ム の メイ ン メ ニュ ー 』 掲示

のご 案 内 をご 覧 の うえ ご 確 認く だ さ い。  

 

事業 化 状 況・ 知 的 財産 権 等 の報 告 対

象期 間  
提出 期 限  
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交 付 決 定 日～令 和 ３ 年３ 月 ３ １日  

令和 ３ 年 ４月 １ 日 ～ 令 和 ４ 年３ 月 ３

１日  

令和 ４ 年 ４月 １ 日 ～ 令 和 ５ 年３ 月 ３

１日  

令和 ５ 年 ４月 １ 日 ～ 令 和 ６ 年３ 月 ３

１日  

令和 ６ 年 ４月 １ 日 ～ 令 和 ７ 年３ 月 ３

１日  

令和 ７ 年 ４月 １ 日 ～ 令 和 ８ 年３ 月 ３

１日  

令和 ３ 年 ５月 ３ １ 日  

令和 ４ 年 ５月 ３ １ 日  

令和 ５ 年 ５月 ３ １ 日  

令和 ６ 年 ５月 ３ １ 日  

令和 ７ 年 ５月 ３ １ 日  

令和 ８ 年 ５月 ３ １ 日  

 

３． 収 益 納付 （ 交 付規 程 第 ２５ 条 ）  

事業 化 状 況報 告 書 の内 容 に より 、 収 益が あ る と認 め ら れる 場 合 、収 益 の 一

部を 全 国 中央 会 及 国庫 に 納 付す る こ とに な り ます 。 納 付額 は 、 補助 金 確 定額

を上 限 と しま す 。  

交付 規 程 第２ ５ 条 に基 づ く 収益 納 付 によ る 国 庫へ の 納 付金 の 算 出の 方 法

は、 以 下 によ る も のと し ま す。  

なお 、 事 業化 状 況 等報 告 の 該当 年 度 の決 算 が 赤字 の 場 合や 十 分 な賃 上 げ

（年 率 平 均３ ％ 以 上給 与 支 給総 額 を 増加 さ せ た場 合 や 最低 賃 金 を地 域 別 最

低賃 金 ＋ ９０ 円 以 上の 水 準 にし た 場 合等 ） に よっ て 公 益に 相 当 程度 貢 献 し

た場 合 は 免除 さ れ ます 。  
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＜収 益 納 付の 算 定 方法 ＞                             

（単 位 ： 円）  

補助 事

業に 要

した 経

費  

補助 金  

確定 額  

補助 事

業に 係

る  

本年 度  

売上 額  

補助 事

業に 係

る  

本年 度  

収益 額  

控除 額  本年 度

まで の

補助 事

業に 係

る支 出

額  

基準  

納付 額  

前年 度

まで の

補助 事

業に 係

る全 国

中央 会

及び 事

務局 が

指定 す

る口 座

への 累

積納 付

額  

本年 度  

納付 額  

備  考  

 (A)  (B) (C) (D) (E) (F) (G)  

          

※  様 式 第１ ３  事業 化 状 況・ 知 的 財産 権 等 報告 書 よ り抜 粋  

 

 

①「 補 助 事業 に 係 る本 年 度 収益 額 ： Ｂ」 と は 、補 助 事 業の 実 施 成果 の 事 業

化、 知 的 財産 権 等 の譲 渡 又 は実 施 権 の設 定 及 びそ の 他 当該 補 助 事業 の 実 施

結果 の 他 への 供 与 によ る 本 年度 の 総 収入 額 （ 補助 事 業 の完 了 し た日 の 属 す

る会 計 年 度の 翌 会 計年 度 に つい て は 、当 該 会 計年 度 以 前の 収 入 額を 加 算 し

た額 と す る。 ） か ら総 収 入 を得 る に 要し た 額 を差 し 引 いた 額 の 合計 額 を い

いま す 。  

なお 、 （ Ｂ） が ０ 又は マ イ ナス の 場 合に は 、 （Ｃ ） 、 （Ｄ ） 、 （Ｅ ） の

項目 に つ いて は 記 載せ ず 、 （Ｇ ） は ０と 記 載 して く だ さい 。  

②「 控 除 額： Ｃ 」 とは 、 補 助事 業 に 要し た 経 費の う ち 、補 助 事 業者 が 自 己負

担に よ っ て支 出 し た額 （ 補 助事 業 に 要し た 経 費  －  補助 金 確 定額 ） を い

いま す 。  

なお 、 補 助事 業 終 了後 、 翌 々年 度 以 降の 控 除 額の 算 出 につ い て は、 自 己

負担 に よ って 支 出 した 額 か ら補 助 事 業年 度 終 了よ り 前 年度 ま で の補 助 事 業

に係 る 収 益の 累 積 額を 差 し 引い た 額 （自 己 負 担額  －  前 年 度 まで の 収 益

累積 額 ） をい い ま す。 た だ し、 控 除 額は 自 己 負担 に よ って 支 出 した 額 の 範

囲内 と し 、前 年 度 まで の 補 助事 業 に 係る 収 益 の累 積 額 が自 己 負 担に よ っ て

支出 し た 額と 同 額 以上 と な った 場 合 には 、 本 年度 の 控 除額 は ０ とし ま す 。  

③「 本 年 度ま で の 補助 事 業 に係 る 支 出額 ： Ｄ 」と は 、 補助 事 業 に要 し た 経費

及び 補 助 事業 年 度 終了 以 降 に追 加 的 に要 し た 補助 事 業 に係 る 経 費の 合 計 額

をい い ま す。  

④「 基 準 納付 額 ： Ｅ」 と は 「補 助 事 業に 係 る 本年 度 収 益額 ： Ｂ 」か ら 「 控除

額： Ｃ 」 を差 し 引 いた 額 に 、「 補 助 金確 定 額 ：Ａ 」 を 乗じ 、 「 本年 度 ま で

の補 助 事 業に 係 る 支出 額 ： Ｄ」 で 除 した 額 を いい ま す （Ｅ ＝ （ Ｂ－ Ｃ ） Ａ

／Ｄ ） 。  
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⑤「 前 年 度ま で の 補助 事 業 に係 る 全 国中 央 会 及び 事 務 局が 指 定 する 口 座 への

累積 納 付 額： Ｆ 」 とは 、 前 年度 ま で の収 益 に 伴う 納 付 金及 び 財 産処 分 に 伴

う納 付 金 の合 計 額 をい う 。  

⑥「 本 年 度納 付 額 ：Ｇ 」 と は、 「 基 準納 付 額 ：Ｅ 」 と 「累 積 納 付額 ： Ｆ 」の

合計 額 が 「補 助 金 確定 額 ： Ａ」 を 超 えな い 場 合に は 、 基準 納 付 額が 本 年 度

納付 額 と なる 。 ま た、 「 基 準納 付 額 ：Ｅ 」 と 「累 積 納 付額 ： Ｆ 」の 合 計 額

が「 補 助 金確 定 額 ：Ａ 」 を 超え る 場 合に は 、 「補 助 金 確定 額 ： Ａ」 か ら

「累 積 納 付額 ： Ｆ 」を 差 し 引い た 残 額が 本 年 度納 付 額 とな り ま す（ Ａ ＞ Ｅ

＋Ｆ な ら ばＧ ＝ Ｅ  、 Ａ≦Ｅ ＋Ｆ な ら ばＧ ＝ Ａ －Ｆ ） 。  

ただ し 、 最終 報 告 期に お け る財 産 処 分に 伴 う 納付 金 が 発生 し た 場合 に

は、 当 該 期の 「 累 積納 付 額 ：Ｆ 」 に 加算 さ れ ます 。  

 

 

 

 

 

４． 補 助 金返 還 （ 交付 規 程 第２ ５ 条 ）  

次の 要 件 を満 た さ ない 場 合 は、 次 の とお り 補 助金 の 返 還を 求 め る場 合 が

あり ま す 。  

①給 与 支 給総 額 の 増加 目 標 が未 達 の 場合 ＞  

・事 業 計 画終 了 時 点に お い て、 給 与 支給 総 額 の年 率 平 均１ ． ５ ％以 上 増 加目

標が 達 成 でき て い ない 場 合 は、 導 入 した 設 備 等の 簿 価 又は 時 価 のい ず れ か

低い 方 の 額の う ち 補助 金 額 に対 応 す る分 （ 残 存簿 価 等×補助 金 額 ／実 際 の

購入 金 額 ）の 返 還 を求 め ま す。  

・ ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達

成を求めることは困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加

価値額の年率増加率平均／２」を越えている場合や、天災など事業者の責め

に負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。  

・ま た 、 給与 支 給 総額 を 用 いる こ と が適 切 で はな い と 解さ れ る 特別 な 事 情が

ある 場 合 には 、 給 与支 給 総 額増 加 率 に代 え て 、一 人 当 たり 賃 金 の増 加 率 を

用い る こ とを 認 め ます 。  

②事 業 場 内最 低 賃 金の 増 加 目標 が 未 達の 場 合 ＞  

・事 業 計 画中 の 毎 年３ 月 時 点に お い て、 事 業 場内 最 低 賃金 の 増 加目 標 が 達成

でき て い ない 場 合 は、 補 助 金額 を 事 業計 画 年 数で 除 し た額 の 返 還を 求 め ま

す。  

・た だ し 、付 加 価 値額 増 加 率が 年 率 平均 １ ． ５％ に 達 しな い 場 合や 、 天 災な

ど事 業 者 の責 め に 負わ な い 理由 が あ る場 合 は 、上 記 の 補助 金 一 部返 還 を 求

めま せ ん 。  

 

※返 還 額 の算 出 の 方法 は 、 「様 式 第 １ ３  ３ ．給 与 支 給総 額 に つい て の

報告 、 ４ ．事 業 場 内最 低 賃 金に つ い ての 報 告 よる も の とし ま す 。  

 

５． 成 果 の発 表 （ 交付 規 程 第 ２ ６ 条 ）  

補助 事 業 が完 了 し た場 合 、 事業 の 成 果に つ い て、 展 示 会や 発 表 会な ど で 発

表を 指 示 する 場 合 があ り ま す。 事 務 局が 当 該 補助 事 業 の成 果 の 普及 を 図 る旨

を指 示 し た場 合 は 、可 能 な 限り 協 力 いた だ き ます よ う お願 い い たし ま す 。  

 

６． 補 助 事業 に 関 する 情 報 の変 更 等  
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 ① 補 助 事業 の 承 継  

  事 業 実施 の 必 要上 、 や むを 得 ず 補助 事 業 の成 果 等 を他 の 企 業等 に 承

継す る 場 合に は 、 承継 す る 事業 者 が 「様 式 第 ３－ ３  補助 事 業 承継 承

認申 請 書 」と 併 せ て「 様 式 第３ － ３ の別 紙  誓約 書 」 を提 出 す るこ と

によ り 、 予め 全 国 中央 会 及 び 事 務 局 の承 認 を 受け な け れば な り ませ

ん。 ま ず は事 務 局 まで ご 連 絡く だ さ いま す よ うお 願 い しま す 。  

［提 出 期 限： 事 前 承認 、 提 出方 法 ： Ｊグ ラ ン ツ ］  

 

②補 助 事 業者 の 社 名や 所 在 地等 の 変 更  

 補 助 事 業者 の 社 名、 本 社 住所 や 拠 点の 所 在 地等 を 変 更す る 場 合は 、 事

前に 変 更 内容 に つ いて 事 務 局担 当 者 と協 議 し 、変 更 後 速や か に 「社 名

等変 更 届 出書 」 ＜ 参考 様 式 １ １ ＞ と 登記 事 項 証明 書 の 写し を 事 務局 に

提出 し て くだ さ い 。  

［提 出 時 期： 変 更 後速 や か に、 提 出 方法 ： Ｊ グラ ン ツ ］  

 

７． 会 計 検査 院 に よる 実 地 検査 に つ いて  

補助 事 業 者は 補 助 金の 使 途 、経 理 内 容及 び 試 作品 等 の 開発 の 経 緯等 に つ い

て、 国 の 検査 機 関 であ る 会 計検 査 院 の実 地 検 査を 受 け る場 合 が あり ま す 。受

検の 時 期 、必 要 書 類等 に つ いて は 、 別途 、 事 務局 よ り 連絡 し ま す。  

 

   【 実地 検 査 の対 象 】  

    ・  試 作 品等 の 開 発の 経 緯 、成 果 及 びそ の 活 用状 況  

    ・  補 助 金の 使 途 内容 （ 経 理の 処 理 方法 を 含 みま す ）  

    ・  補 助 事業 完 了 後の 追 加 研究 の 有 無、 事 業 化時 期 ・ 計画 の 内 容・ 規

模、 収 益 見通 し 等  

 

 

８． 不 正 、不 当 な 行為 に 対 する 処 分  

監査 等 に おい て 、 次の よ う な不 正 、 不当 な 行 為が 確 認 され た 事 業者 は 、 補

助金 交 付 決定 の 取 消し や 加 算金 を 賦 した 上 、 補助 金 の 返還 を 行 って い た だく

こと が あ りま す 。 なお 、 不 正が あ っ た場 合 は 、適 正 化 法に 基 づ く罰 則 が 適用

され る と とも に 、 当該 企 業 を公 表 ・ 告発 す る こと が あ りま す の で、 補 助 事業

の目 的 に 沿い 、 適 切に 執 行 して く だ さい 。  

 

   【 適正 化 法 第１ ７ 条 など 】  

    ・  補 助 金の 他 の 用途 へ の 流用  

    ・  補 助 金交 付 決 定の 内 容 又は 補 助 金交 付 条 件に 対 す る違 反  

    ・  法 令 又は 全 国 中央 会 及 び 事 務 局 の処 分 に 対す る 違 反  

    ・  定 め られ た 必 要な 事 項 の報 告 を せず 又 は 虚偽 の 報 告を し た もの  

   【 適正 化 法 第２ ９ 条 】  

    ・  偽 り その 他 不 正の 手 段 によ り 補 助金 等 の 交付 を 受 け、 又 は 間接 補

助金 等 の 交付 若 し くは 融 通 を受 け た 者は 、 ５ 年以 下 の 懲役 若 し く

は１ ０ ０ 万円 以 下 の罰 金 に 処し 、 又 はこ れ を 併科 す る 。  
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経費区分ごとの経費内容について                            

◆補 助 対 象経 費 の 解説  

補助 対 象 経費 の 内 容 （ 交 付 規程 「 別 紙 ２ 」 （ ４5ペ ー ジ 参照 ） は 、次 の と

おり と し ます 。  

本事 業 は 、他 の 事 業や 取 引 と区 分 し て管 理 を 行っ て く ださ い 。 補助 対 象 経

費は 本 事 業の 対 象 経費 と し て明 確 に 区分 し て 経理 さ れ 、か つ 、 証拠 書 類 によ

って 金 額 等が 確 認 でき る も のの み に なり ま す 。事 業 類 型に よ り 使用 で き る経

費が 異 な りま す の でご 注 意 くだ さ い 。  

 

１． 対 象 経費 の 区 分  

１． 機 械 装置 ・ シ ステ ム 構 築 費  

① 専 ら補 助 事 業の ため に 使 用さ れ る 機械 ・ 装 置、 工 具 ・器 具 （ 測定

工具 ・ 検 査工 具 、 電子 計 算 機、 デ ジ タル 複 合 機等 ） の 購入 、 製

作、 借 用 に要 す る 経費  

② 専 ら補 助 事 業の ため に 使 用さ れ る 専用 ソ フ トウ ェ ア ・情 報 シ ステ

ムの 購 入 ・構 築 、 借用 に 要 する 経 費  

③ ① もし く は ②と 一体 で 行 う、 改 良 ・修 繕 又 は据 付 け に要 す る 経費

をい い ま す。  

（注 １ ） 「設 備 投 資」 と は 、機 械 装 置等 を 取 得す る た めの 経 費 とし て 補 助対

象経 費 で 単価 ５ ０ 万円 （ 税 抜き ） 以 上を 計 上 する 場 合 を指 し ま す。  

（注 ２ ） 機械 装 置 又は 自 社 によ り 機 械装 置 を 製作 す る 場合 の 部 品の 購 入 に要

する 経 費 は「 機 械 装置 ・ シ ステ ム 構 築 費 」 と なり ま す 。  

（注 ３ ） 「借 用 」 とは 、 い わゆ る リ ース ・ レ ンタ ル 等 をい い 、 交付 決 定 後に

契約 し た こと が 確 認で き る もの で 、 補助 事 業 期間 中 に 要す る 経 費の

みと な り ます 。 し たが っ て 、契 約 期 間が 補 助 事業 期 間 を超 え る 場合

の補 助 対 象経 費 は 、按 分 等 の方 式 に より 算 出 され た 当 該補 助 事 業期

間分 の み 対象 と な りま す 。  

（注 ４ ） 「改 良 ・ 修繕 」 と は、 本 事 業（ Ｒ １ 補正 ） で 購入 し た 機械 設 備 の 機

能を 高 め 又は 耐 久 性を 増 す ため に 行 うも の で す。  

（注 ５ ） 「据 付 け 」と は 、 本事 業 （ Ｒ１ 補 正 ）で 購 入 した 機 械 ・装 置 の 設置

と一 体 で 捉え ら れ る軽 微 な もの に 限 りま す 。 設置 場 所 の 改 修 ・ 整備

工事 や 基 礎工 事 は 含み ま せ ん。  

（注 ６ ） 専用 ソ フ トウ ェ ア の構 築 を 外注 す る 場合 は そ の経 費 が 「機 械 装 置 ・

シス テ ム 構築 費 」 に計 上 さ れて い る か確 認 し てく だ さ い。 な お 、ソ

フト ウ エ ア開 発 等 にか か る 自社 の 人 件費 は 対 象と な り ませ ん 。  

（注 ７ ） 補助 事 業 にお い て 、補 助 対 象経 費 で 単価 ５ ０ 万円 （ 税 抜き ） 以 上の

機械 装 置 等を 取 得 又は 改 良 等し た 場 合に は 、 補助 事 業 が終 了 し た後

もそ の 機 械装 置 等 （以 下 「 取得 財 産 」と い う ）を 善 良 な管 理 者 の注

意を も っ て管 理 し 、補 助 金 交付 の 目 的に 従 っ てそ の 効 果的 運 用 を図

らね ば な りま せ ん 。ま た 、 処分 制 限 期間 内 に 取得 財 産 を処 分 （ ①補

助金 の 交 付の 目 的 に 反 す る 使用 、 譲 渡、 交 換 、貸 付 け 、② 担 保 に供

する 処 分 、廃 棄 等 ）し よ う とす る と きは 、 あ らか じ め 事務 局 の 承認

を受 け て くだ さ い 。  

（注 ８ ） 本事 業 で 購入 す る 機械 装 置 等を 担 保 に金 融 機 関か ら 借 入を 行 う 場

合、 全 国 中央 会 及 び 事 務 局 への 事 前 申請 が 必 要で す 。 さら に 、 担保

権実 行 時 には 国 庫 納付 が 必 要と な り ます 。  
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２． 技 術 導入 費  

 本 事 業 遂行 の た めに 必 要 な知 的 財 産権 等 の 導入 に 要 する 経 費 をい い ま

す。  

※上 限 額 ＝補 助 対 象経 費 総 額（ 税 抜 き） の ３ 分の １  

（注 １ ） 知的 財 産 権等 を 所 有す る 他 者か ら 取 得（ 実 施 権の 取 得 を含 む ） する

場合 は 書 面に よ る 契約 の 締 結が 必 要 にな り ま す。  

    また 、 知 的財 産 権 等の 導 入 の際 に 専 門家 と 技 術指 導 を 契約 す る 場合

は、 指 導 契約 書 ＜ 参考 様 式 ２＞ の 締 結 及 び 専 門家 業 務 報告 書 ＜ 参考

様式 ８ ＞ の提 出 が 必要 と な りま す 。  

（注 ２ ） 謝金 及 び 旅費 の 支 出は 、 本 事業 遂 行 のた め 、 他者 保 有 の知 的 財 産権

等の 導 入 等に 伴 っ て権 利 保 有者 に 支 払う 場 合 に限 り ま す。 そ の 際の

支出 基 準 は、 【 資 料１ 】 「 補助 事 業 の旅 費 支 給に 関 す る基 準 」 及び

【資 料 ２ 】「 助 成 事業 に 係 る経 費 支 出基 準 」 １． 専 門 家経 費 に 準じ

ます （ 取 り扱 い は 、 下 記 「 ３． 専 門 家経 費 」 で支 出 す る謝 金 及 び旅

費に 準 じ ます 。 ） 。  

（注 ３ ） 技術 導 入 費支 出 先 には 、 専 門家 経 費 を併 せ て 支出 す る こと が で きま

せん 。  

 

３． 専 門 家経 費  

本事 業 遂 行の た め に必 要 な 謝金 や 旅 費と し て 、依 頼 し た専 門 家 に支 払

われ る 経 費を い い ます 。  

※■ 謝 金 につ い て  

（注 １ ） 本事 業 の 遂行 に 専 門家 の 技 術指 導 や 助言 が 必 要で あ る 場合 は 、 学識

経験 者 、 兼業 ・ 副 業、 フ リ ーラ ン ス 等の 専 門 家に 依 頼 した コ ン サル

ティ ン グ 業務 や 旅 費等 の 経 費を 補 助 対象 と す るこ と が でき ま す

（【 資 料 ２  助 成 事業 に か かる 経 費 支出 基 準 】参 照 。 ） 。  

（注 ２ ） 専門 家 経 費支 出 対 象者 に は 、技 術 導 入費 、 外 注費 を 併 せて 支 出 する

こと は で きま せ ん 。  

（注 ３ ） 応募 申 請 時に 事 業 計画 書 の 作成 を 支 援し た 者 は専 門 家 経費 の 補 助対

象外 と し ます 。  

（注 ４ ） 委員 会 へ の委 嘱 や 技術 指 導 など 本 事 業の 遂 行 に専 門 家 が必 要 で ある

場合 は 、 専門 家 を 依頼 す る こと が で きま す 。  

（注 ５ ） 専門 家 経 費は そ の 都度 支 払 うこ と と し、 一 括 払い は 行 わな い で くだ

さい 。  

（注 ６ ） 個人 払 い につ い て は、 源 泉 徴収 を 行 って く だ さい 。 た だし 、 徴 収義

務の 有 無 や税 率 に つい て は 、所 管 の 税務 署 に 確認 す る とと も に 、法

令に 則 り 適正 に 対 応し て く ださ い 。  

（注 ７ ） 必ず 事 前 に「 専 門 家就 任 承 諾書 」 ＜ 参考 様 式 ７＞ を 徴 し、 「 専 門家

業務 報 告 書」 ＜ 参 考様 式 ８ ＞を 作 成 して く だ さい 。  

※■ 旅 費 につ い て  

（注 １ ） 全国 中 央 会が 定 め る【 資 料 １】 「 補 助事 業 の 旅費 支 給 に関 す る 基

準」 を 上 限と し て 支出 す る こと が で きま す 。  

（注 ２ ） 補助 事 業 者の 旅 費 規程 に 定 める 場 合 であ っ て もグ リ ー ン車 、 ビ ジネ

スク ラ ス 等の 特 別 に付 加 さ れた 料 金 は補 助 対 象と な り ませ ん 。  

（注 ３ ） 補助 事 業 に関 し て 直接 的 に 必要 不 可 欠な 業 務 に係 る 旅 費以 外 は 補助

対象 と な りま せ ん 。  

（注 ４ ） 補助 事 業 に係 る 資 料の 提 出 のた め に 事務 局 等 に出 向 く 等、 補 助 事業

その も の に関 連 し ない 事 務 的出 張 の 経費 は 補 助対 象 と なり ま せ ん。  
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（注 ５ ） 航空 賃 を 支出 す る 場合 に は すべ て の 搭乗 に つ いて 領 収 書及 び 搭 乗券

半券 等 搭 乗し た こ とを 証 す る書 類 を 添付 す る こと と し 、事 前 購 入割

引等 の 割 引制 度 を 適用 し て 購入 し た 場合 は 当 該購 入 金 額を 上 限 とし

ます 。  

（注 ６ ） タク シ ー を利 用 す る場 合 は 、他 に 交 通の 便 が ない 又 は １日 の バ スの

本数 が 少 ない な ど 、著 し く 事業 の 実 施に 支 障 を生 じ る 場合 に 限 定

し、 利 用 した 場 合 は領 収 書 等支 払 額 を証 明 す る書 類 を 添付 す る とと

もに 、 利 用理 由 を 明示 し な けれ ば な りま せ ん 。  

（注 ７ ） 補助 事 業 以外 の 用 務が 一 連 の旅 行 程 に含 ま れ る場 合 は 、用 務 の 実態

を踏 ま え 、按 分 等 の方 式 に より 補 助 対象 経 費 と補 助 対 象外 経 費 に区

分し な け れば な り ま せ ん 。  

（注 ８ ） 旅費 の 支 給が あ っ た場 合 に は、 「 旅 費明 細 書 （又 は 領 収書 ） 」 ＜参

考様 式 ９ ＞を 作 成 して く だ さい 。  

（注 ９ ） 専門 家 に 支払 う 謝 金の 支 出 がな く 、 旅費 の み を支 出 す る場 合 で あっ

ても 「 専 門家 業 務 報告 書 」 ＜参 考 様 式８ ＞ を 作成 し て くだ さ い 。  

（注 1 0） 専門 家 に 支払 う 謝 金に 伴 う 旅費 を 個 人払 い で 支出 す る 場合 、 旅 費

から も 源 泉徴 収 を 行っ て く ださ い 。 ただ し 、 徴収 義 務 の有 無 や 税率

につ い て は、 所 管 の税 務 署 に確 認 す ると と も に、 法 令 に則 り 適 正に

対応 し て くだ さ い 。  

（注 1 1） 宿泊 料 の 支給 を 受 け宿 泊 す る場 合 は 、ホ テ ル の「 宿 泊 証明 書 」 ＜

参考 様 式 １０ ＞ 、 又は 、 領 収書 等 宿 泊を 証 す るも の を 添付 し て くだ

さい 。  

 

４． 運 搬 費  

  運 搬 料、 宅 配 、郵 送 料 等の 支 払 に要 す る 経費 を い いま す 。  

（注 １ ） 本事 業 に 関す る 全 国、 事 務 局及 び 行 政機 関 へ の申 請 並 びに 打 合 せ等

にか か っ た郵 送 料 は補 助 対 象と な り ませ ん 。  

（注 ２ ） 発送 先 に つい て は 、リ ス ト を作 成 し てく だ さ い。  

 

５． ク ラ ウド サ ー ビス 利 用 費  

  ク ラ ウ ド コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の 利 用 に 関 す る 経 費 を い い ま す 。 （ 機

械 装 置 ・ シ ス テ ム 構 築 費 を 除 く ）  

（注 １ ） 本事 業 に おけ る ク ラウ ド と は、 デ ー タサ ー ビ スや イ ン ター ネ ッ ト技

術な ど が 、ネ ッ ト ワー ク 上 にあ る サ ーバ ー 群 （ク ラ ウ ド（ 雲 ） ）に

あり 、 「 どこ か ら でも 、 必 要な 時 に 、必 要 な 機能 だ け 」を 利 用 する

こと が で きる コ ン ピュ ー タ ネッ ト ワ ーク の 利 用形 態 を 指し ま す 。

（平 成 ３ ０年 ６ 月 １５ 日 閣 議決 定 「 世界 最 先 端デ ジ タ ル国 家 創 造宣

言・ 官 民 デー タ 活 用推 進 基 本計 画 に つい て 」 用語 集 よ り） 詳 細 は下

記ホ ー ム ペー ジ を ご参 照 く ださ い 。  

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12187388/www.kantei.

go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou3.pdf 

（注 ２ ） 専ら 、 補 助事 業 者 のた め に 利用 す る クラ ウ ド 利用 費 で あっ て 、 自社

他事 業 と 共有 す る 場合 は 補 助対 象 と はな り ま せん 。  

（注 ３ ） クラ ウ ド 利用 に か かる 経 費 のう ち 、 サー バ ー の領 域 を 借り る 費 用

（サ ー バ ーの 物 理 的な デ ィ スク 内 の エリ ア を 借入 、 リ ース を 行 う費

用） 、 サ ーバ ー 上 のサ ー ビ スを 利 用 する 費 用 等が 補 助 対象 経 費 とな

りま す 。 サー バ ー 購入 費 ・ サー バ ー 自体 の レ ンタ ル 費 等は 対 象 にな

りま せ ん 。  

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12187388/www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou3.pdf
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12187388/www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou3.pdf
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（注 ４ ） サー バ ー の領 域 を 借り る 費 用は 、 見 積書 、 契 約書 等 で 確認 で き るも

ので 、 補 助事 業 期 間中 に 要 する 経 費 のみ と な りま す 。 した が っ て、

契約 期 間 が補 助 事 業期 間 を 超え る 場 合の 補 助 対象 経 費 は、 按 分 等の

方式 に よ り算 出 さ れた 当 該 補助 事 業 期間 分 の みと な り ます 。  

（注 ５ ） クラ ウ ド 利用 に 付 帯す る 経 費に つ い ても 補 助 対象 と な りま す （ 例：

ルー タ 使 用料 ・ プ ロバ イ ダ 契約 料 、 通信 費 等 ）。 た だ し、 あ く まで

も補 助 事 業に 必 要 な最 低 限 の経 費 で あり 販 売 促進 の た めの 費 用 （公

開の た め のホ ー ム ペー ジ 作 成料 ） は 対象 に な りま せ ん 。ま た 、 パソ

コン ・ タ ブレ ッ ト 端末 ・ ス マー ト フ ォン な ど の本 体 費 用は 対 象 とな

りま せ ん 。  

 

＜ク ラ ウ ド利 用 費 とし て 算 定で き る 経費 ＞  

（１ ） 初 期費 用  

①自 社 が 保有 し な いサ ー バ ーの 初 期 設定 及 び アプ リ ケ ーシ ョ ン の構 築 ・

デー タ 移 行経 費 （ 提案 さ れ た事 業 計 画に 特 化 した も の に限 る ）  

②ア プ リ ケー シ ョ ンを 提 案 され た 事 業計 画 の ため に カ スタ マ イ ズす る 経

費  

③専 用 ア プリ ケ ー ショ ン の 利用 マ ニ ュア ル の 作成 に 係 る経 費  

（２ ） 月 々の 利 用 料（ 事 業 実施 期 間 中の 経 費 に限 る ）  

①自 社 が 保有 し な いサ ー バ ー及 び そ れか ら 提 供さ れ る アプ リ ケ ーシ ョ ン

の利 用 料  

②自 社 が 保有 し な いサ ー バ ーに 接 続 する た め の通 信 費  

（固 定 回 線・ 無 線 回線 等 接 続の 形 態 は問 わ な いが 、 専 らク ラ ウ ド利 用

のた め の もの に 限 る）  

③専 用 ア プリ ケ ー ショ ン の サポ ー ト 経費  

※汎 用 性 のあ る パ ソコ ン ・ タブ レ ッ ト端 末 ・ スマ ー ト フォ ン な どは 補 助 対象

とな り ま せん 。  

※初 期 費 用の う ち 、「 専 用 アプ リ ケ ーシ ョ ン の利 用 マ ニュ ア ル の作 成 に 係る

経費 」 に つい て は 、【 資 料 ２】 「 助 成事 業 に かか る 経 費支 出 基 準」 を 参 照

して く だ さい 。  

※月 々 の 利用 料 の うち 、 「 専用 ア プ リケ ー シ ョン の サ ポー ト 経 費」 に つ いて

は、 専 門 家謝 金 の 経費 支 出 基準 に 準 拠し ま す （【 資 料 ２】 「 助 成事 業 に 係

る経 費 支 出基 準 」 を参 照 し てく だ さ い） 。  
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６． 原 材 料費  

  試 作 品の 開 発 に必 要 な 原材 料 及 び副 資 材 の購 入 に 要す る 経 費を い い ま

す。  

（注 １ ） 購入 す る 原材 料 等 の数 量 は 必要 最 小 限に と ど め、 補 助 事業 終 了 時に は

使い 切 る こと を 原 則と し ま す。 補 助 事業 終 了 時点 で の 未使 用 残 存品 は

補助 対 象 とな り ま せん 。  

（注 ２ ） 原材 料 費 を補 助 対 象経 費 と して 計 上 する 場 合 は、 受 払 簿 ＜ 参 考 様式 １

＞を 作 成 し、 そ の 受払 い を 明確 に す ると と も に、 試 作 ・開 発 等 の途 上

にお い て 発生 し た 仕損 じ 品 やテ ス ト ピー ス 等 を保 管 （ 保管 が 困 難な も

のは 写 真 撮影 に よ る代 用 で も可 ） し てお く 必 要が あ り ます 。  

 

７． 外 注 費  

  新 製 品・ サ ー ビ ス の 開 発に 必 要 な加 工 や 設計 （ デ ザイ ン ） ・検 査 等 の

一部 を 外 注（ 請 負 、委 託 等 ）す る 場 合の 経 費 をい い ま す。  

※上 限 額 ＝補 助 対 象経 費 総 額（ 税 抜 き） の ２ 分の １  

（注 １ ） 外注 先 が 機械 装 置 等を 購 入 する 費 用 は、 補 助 対象 と な りま せ ん 。  

（注 ２ ） 外注 に 際 して は 、 外注 先 と の書 面 に よる 契 約 の締 結 ＜ 参考 様 式 ６＞ が

必要 で す 。  

（注 ３ ） 機械 装 置 等の 製 作 を外 注 す る場 合 は 、「 機 械 装置 ・ シ ステ ム 構 築費 」

に計 上 し てく だ さ い。  

（注 ４ ） 外注 費 は 、補 助 対 象経 費 総 額（ 税 抜 き） の ２ 分の １ を 上限 と し ます 。  

（注 ５ ） 外注 先 に は、 技 術 導入 費 、 専門 家 経 費を 併 せ て支 払 う こと は で きま せ

ん。  

 

８． 知 的 財産 権 等 関連 経 費  

  新 製 品・ サ ー ビス の 開 発成 果 の 事業 化 に あた り 必 要と な る 特許 権 等 の

知的 財 産 権等 の 取 得に 要 す る 弁 理 士 の手 続 代 行費 用 や 外国 特 許 出願 の た

めの 翻 訳 料な ど 知 的財 産 権 等取 得 に 関連 す る 経費 を い いま す 。  

※上 限 額 ＝補 助 対 象経 費 総 額（ 税 抜 き） の ３ 分の １  

（注 １ ） 今回 の 事 業の 成 果 に係 る 補 助事 業 者 の発 明 等 でな い も のは 、 補 助対 象

とな り ま せん 。  

（注 ２ ） 知的 財 産 権等 の 取 得等 に 要 する 経 費 は、 補 助 事業 の 実 施又 は 、 補助 事

業の 事 業 化に 必 要 なも の に 限り ま す 。  

（注 ３ ） 事業 期 間 内に 出 願 手続 き を 完了 し て いる こ と が公 的 機 関の 書 類 等で 確

認で き な い場 合 に は、 当 該 費用 は 補 助対 象 と なり ま せ ん。  

（注 ４ ） 知的 財 産 権の 取 得 等に 要 す る経 費 の うち 、 以 下の 経 費 につ い て は補 助

対象 に な りま せ ん 。  

●日 本 の 特許 庁 に 納付 さ れ る出 願 手 数料 等 （ 出願 料 、 審査 請 求 料、 特

許料 等 ）  

●拒 絶 査 定に 対 す る審 判 請 求又 は 訴 訟を 行 う 場合 に 要 する 経 費  

（注 ５ ） 知的 財 産 権等 取 得 費を 補 助 対象 と す る場 合 に は、 契 約 を締 結 し 、補 助

事業 者 に 権利 が 帰 属す る こ とが 必 要 です 。  

（注 ６ ） 弁理 士 及 び弁 護 士 の手 続 代 行費 用 を 対象 経 費 とす る 場 合に は 、 補助 事

業期 間 中 に契 約 が 締結 さ れ てい な け れば な り ませ ん 。  

    なお 、 補 助対 象 と して 想 定 され る 経 費は 、 以 下の と お りで す 。  
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    ア． 国 内 出願 の 場 合  

     ａ ． 弁 理士 代 行 費用  

     ｂ ． 先 行技 術 調 査費 用  

     ｃ ． 出 願書 類 （ 紙媒 体 ） の電 子 化 手数 料  

     ｄ ． 出 願後 の 審 査請 求 や 拒絶 理 由 通知 書 へ の補 正 書 ・意 見 書 等の 作

成等 に 係 る経 費  

    イ． 外 国 出願 の 場 合  

     ａ ． ア に掲 げ る 経費  

     ｂ ． 海 外で の 特 許出 願 手 数料 、 審 査請 求 料 及び 特 許 料  

     ｃ ． 各 国提 出 用 の翻 訳 文 作成 に 係 る経 費  

（注 ７ ） 国際 規 格 認証 の 取 得に 係 る 経費 に つ いて は 補 助対 象 に なり ま す 。  

（注 ８ ） 他の 制 度 によ り 知 的財 産 権 等の 取 得 につ い て 支援 を 受 けて い る 場合

は、 知 的 財産 権 等 関連 経 費 の申 請 を する こ と はで き ま せん 。  

（注 ９ ） 知的 財 産 権等 関 連 経費 の 額 は、 補 助 対象 経 費 総額 （ 税 抜き ） の ３分 の

１を 上 限 とし ま す 。  

 

９． 広 告 宣伝 ・ 販 売促 進 費 （特 別 枠 のみ ）  

  本 事 業で 開 発 する 製 品 ・サ ー ビ スに か か る広 告 （ パン フ レ ット 、 動

画、 写 真 等） の 作 成及 び 媒 体掲 載 、 展示 会 出 展（ 海 外 展示 会 を 含む ） 、

セミ ナ ー 開催 、 市 場調 査 、 営業 代 行 利用 、 マ ーケ テ ィ ング ツ ー ル活 用 等

にか か る 経費 を い いま す 。  

※上 限 額 ＝補 助 対 象経 費 総 額（ 税 抜 き） の ３ 分の １  

  

（広 告 宣 伝・ 販 売 促進 費 と して 補 助 対象 と す る内 容 詳 細 ）  

 内 容  対象  対象 外  

広告 の 作 成  ・デ ザ イ ン費 、 印 刷費 等 外 注費  ・内 製 す る場 合 の 社内

人件 費  

広告 の 媒 体

掲載  

・新 聞 、 テレ ビ 、 ラジ オ 、 地域 の

コミ ュ ニ ティ 誌 、 イン タ ー ネッ ト

等へ の 広 告掲 載 費  

 

展示 会 等 出

展（ 海 外 展

示会 を 含

む）  

 

・展 示 会 の出 展 料 、小 間 代  

・展 示 物 を展 示 会 等会 場 へ 搬入 ・

搬出 す る ため の 経 費  

・水 道 ・ ガス ・ 電 気の 一 次 幹線 工

事及 び 小 間内 の 二 次工 事 に 係る

経費 や 小 間の 装 飾 に係 る 経 費  

・イ ン タ ーネ ッ ト 等利 用 の ため の

電話 回 線 工事  

・ア ル バ イト 等 雑 役務 費  

・光 熱 費 （水 道 ・ ガス ・ 電 気代 ）  

・保 険 料  

・景 品 等 （来 場 者 に配

布す る 粗 品）  

・海 外 に 展示 会 に 出展

する 場 合 、現 地 で 不

課税 対 象 とな ら な い

一部 の 経 費に か か る

付加 価 値 税（ VAT）  

 

セミ ナ ー 開

催  

・講 師 謝 金 ・ 旅 費 、会 場 借 料  

・開 催 案 内印 刷 費 ・郵 送 費  

・通 信 運 搬費 （ 施 設内 の  Wi-Fi利

用料 含 む ）  

・お 茶 代 、動 画 撮 影、

録音 等 に 要す る 費 用  

・景 品 等 （来 場 者 に配

布す る 粗 品）  

市場 調 査  ・ア ン ケ ート 調 査 票等 印 刷 費、 集

計費 、 ネ ット リ サ ーチ 等 外 注費  

 

営業 代 行 利

用  

・外 注 費   
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マー ケ テ ィ

ング ツ ー ル

活用  

・ツ ー ル 導入 に 必 要な コ ン サル テ

ィン グ 費 用、 初 期 費用 、 利 用料  

 

（ 注 １ ） 補 助 事 業 と 関 係 の な い 製 品 ・ サ ー ビ ス の 広 告 や 会 社 全 体 の Ｐ Ｒ 広

告 に 関 す る 経 費 は 対 象 外 で す 。  

（ 注 ２ ）

 

ẑ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

 

ṕ ễ Ṗ 補 助 事 業 期 間 内 に 広 告 が 使 用 ・ 掲 載 さ れ る こ と 、 セ ミ ナ ー ・ 展 示

会 が 開 催 さ れ る こ と 、 調 査 等 が 終 了 す る こ と が 必 要 で す 。  

（ 注 ４ ） 出 張 旅 費 や 交 際 費 は 補 助 対 象 と な り ま せ ん 。  

（注 ５ ） 配布 物 は 、補 助 事 業実 施 期 間終 了 ま でに 使 用 した 分 の みが 補 助 対象 と

なり ま す 。  

（ 注 ６ ） 発 注 等 の 手 続 き 、 証 拠 書 類 等 の 整 備 、 謝 金 等 の 単 価 は 、 機 械 装 置 ・

シ ス テ ム 構 築 費 及 び 外 注 費 等 他 の 経 費 に 準 じ ま す 。  

 

 

 

（感 染 防 止対 策 費 の具 体 的 内容 ）  

①消 毒 費 用  消毒 設 備 （除 菌 剤 の噴 霧 装 置、 オ ゾ ン発 生 装 置、 紫 外 線照 射

機等 ） の 購入 費 、 消毒 作 業 の外 注 費 、 消 毒 液 ・ア ル コ ール 液

の購 入 費  

②マ ス ク 費用  マス ク ・ ゴー グ ル ・フ ェ イ スシ ー ル ド・ ヘ ア ネッ ト の 購入 費  

③清 掃 費 用  清掃 作 業 の外 注 費 、手 袋 ・ ゴミ 袋 ・ 石け ん ・ 洗浄 剤 ・ 漂白 剤

の購 入 費  

④飛 沫 対 策費

用  

アク リ ル 板・ 透 明 ビニ ー ル シー ト ・ 防護 ス ク リー ン ・ フロ ア

マー カ ー の購 入 費 ・施 工 費  

⑤換 気 費 用  換気 設 備 （換 気 扇 、空 気 洗 浄機 等 ） の購 入 費  

⑥そ の 他 衛生

管理 費 用  

クリ ー ニ ング 外 注 費、 ト イ レ用 ペ ー パー タ オ ル・ 使 い 捨て ア

メニ テ ィ 用品 の 購 入費 、 従 業員 指 導 等の た め の専 門 家 活用

費、 体 温 計・ サ ー モカ メ ラ ・キ ー レ スシ ス テ ム・ イ ン ター ホ

ン・ コ イ ント レ ー ・携 帯 型 アル コ ー ル検 知 器 の購 入 費  

⑦Ｐ Ｒ 費 用  ポス タ ー ・チ ラ シ の外 注 ・ 印刷 費 （ 従業 員 又 は顧 客 に 感染 防

止を 呼 び かけ る も のに 限 る ）  

※業 種 毎 の感 染 拡 大予 防 ガ イド ラ イ ンを 元 に 作成  

※上 記 に 記載 の な い消 耗 品 、備 品 等 は補 助 対 象外  

 

（注 １ ） 「感 染 防 止対 策 費 」以 外 の 区分 で 補 助対 象 と なっ て い る経 費 （ 直接 、

生産 性 向 上に 有 効 であ る 投 資） は 本 経費 に 含 める こ と は、 で き ませ ん

（例 ： キ ャッ シ ュ レス 端 末 ・自 動 精 算機 ・ オ ンラ イ ン 受付 の 設 置、 EC

サイ ト ・ テレ ワ ー クシ ス テ ムの 構 築 等） 。  

10．感 染 防 止対 策 費（ 事 業 再開 枠 の み）  

  本 事 業を 実 施 する た め に必 要 な 、 業 種 別 ガイ ド ラ イン に 基 づい た 感 染

拡大 予 防 のた め の 取組 に 要 する 経 費  

※上 限 額 ＝ 特 別 枠 の 上 乗 せ と な る ５ ０ 万 円  

https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline_20200514.pdf
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（ 注 ２ ） PR ṕ

Ṗ

発 注 等 の 手 続 き 、 証 拠 書 類 等 の 整 備 に 準 じ ま す 。  

（ 注 ３ ）

 

（注 ４ ） 在庫 品 を 使用 す る 場合 は 補 助対 象 と なり ま せ ん。  

（注 ５ ）  

（注 ６ ） 消耗 品 、 配布 物 の 数量 に つ いて は 、 必要 最 小 限に と ど め、 補 助 事業 終

了時 に は 使い 切 る こと を 原 則と し ま す。 補 助 事業 終 了 時点 で の 未使 用 残

存品 は 補 助対 象 と なり ま せ ん。  

Ṯ ể ṯ

 

※

ṕ Ṗ

 

ṕ Ṗ10,000 5,000 ἲ 0.5 Ṋ  

3,000  

ἲ3,000 ú0.5 Ṋ Ṭ1,500  

ṕ ỉ Ṗ  

ṕ Ị Ṗ  
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【資 料 １ 】  

 

補助 事 業 の旅 費 支 給に 関 す る基 準  

 

 

令和 ２ 年 ３月 １

０日  

全国 中 小 企業 団

体中 央 会  

 

 

第１ 章  総    則  

 

（目   的）  

第１ 条  本基 準 は 、令 和 元 年度 補 正 もの づ く り・ 商 業 ・サ ー ビ ス生 産 性 向上 促

進補 助 金 にお け る 助成 事 業 の旅 費 支 給に つ い て定 め る もの と す る。  

 

第２ 章  国内 出 張 旅費 計 算 の基 準  

 

（旅 費 の 計算 ）  

第２ 条  旅費 は 、 最も 経 済 的な 通 常 の経 路 及 び方 法 に より 出 張 した 場 合 の旅 費

によ り 計 算す る 。  

２  旅 費 計算 の 起 点は 、 原 則と し て 出張 者 の 勤務 先 の 最寄 駅 と する 。  

３  片 道 の鉄 道 ・ 航路 の 営 業キ ロ が ６０ ０ キ ロメ ー ト ルを 超 え る場 合 は 、往 復

割引 運 賃 によ り 計 算す る 。 また 、 航 空賃 に つ いて は 往 復割 引 運 賃を 上 限

とし て 計 算す る 。  

４  同 一 区間 内 に 複数 の 用 務地 が あ る場 合 の 乗車 運 賃 （特 急 ・ 急行 料 金 は除

く｡） につ い て は、 最遠 隔 地 から 起 点 まで の 通 し運 賃 に より 計 算 する 。 た

だし 、 用 務地 が 乗 車券 の 有 効日 数 を 超え る 場 合は 、 こ の限 り で ない 。  

５  第 ３ 項及 び 第 ４項 以 外 にあ っ て も、 「 運 賃計 算 の 特例 」 に 該当 す る もの

は、 当 該 特例 運 賃 によ り 計 算す る 。  

 

（出 発 時 刻及 び 到 着時 刻 の 基準 ）  

第３ 条  用務 地 と 用務 地 最 寄駅 等 の 所要 時 間 は、 通 常 の経 路 で 要す る 時 間と す

る。  

２  前 項 によ り 計 算し た 時 間が 、 出 発時 刻 が ８時 よ り 以前 、 到 着時 刻 が ２２ 時

を超 え る 場合 は 、 出張 の 日 数を 加 え るこ と が でき る 。  

 

第３ 章  国内 出 張 の旅 費  

 

（近 距 離 地域 の 旅 費）  

第４ 条  東京 都 区 内及 び 片 道５ ０ キ ロメ ー ト ル以 内 の 出張 に つ いて は 、 鉄道

賃、 バ ス 賃、 モ ノ レー ル 賃 並び に 船 賃を 支 給 する こ と がで き る 。た だ

し、 用 務 地が 出 張 者の 通 勤 手当 支 給 経路 に あ る場 合 は 支給 し な い。  

 

（近 距 離 地域 以 外 の旅 費 ）  

第５ 条  特急 料 金 （新 幹 線 を含 む 。 ）及 び 急 行料 金 （ 以下 「 特 急料 金 等 」と い

う。 ） を 徴す る 列 車等 を 運 行し て い る路 線 を 利用 す る 出張 で 、 片道 ５ ０

キロ メ ー トル を 超 える 区 間 で現 に 利 用す る こ とが 可 能 な場 合 は 、第 ２ 条

第１ 項 本 文の 規 定 に即 し 、 特急 料 金 等を 支 給 する こ と がで き る 。こ の 場
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合、 指 定 席車 が あ ると き は 、座 席 指 定料 金 も 支給 す る こと が で きる 。 た

だし 、 用 務地 が 出 張者 の 通 勤手 当 支 給経 路 に ある 場 合 は支 給 し ない 。  

２  次 の 各号 に 定 める 都 道 府県 へ の 出張 で 、 現 に 利 用 する こ と が可 能 な 場合

は、 原 則 とし て 航 空賃 を 支 給す る 。  

 

 

（１ ） 東 京起 点 の 場合  

   北 海道 、 東 京都 の 島 しょ 、 鳥 取県 、 島 根県 、 山 口県 、 香 川県 、 徳 島県 、

愛媛 県 、 高知 県 、 福岡 県 、 佐賀 県 、 長崎 県 、 熊本 県 、 大分 県 、 宮崎 県 、

鹿児 島 県 、沖 縄 県  

（２ ） 名 古屋 起 点 の場 合  

   北 海道 、 青 森県 、 秋 田県 、 山 形県 、 岩 手県 、 宮 城県 、 東 京都 の 島 しょ 、

新潟 県 、 愛媛 県 、 長崎 県 、 熊本 県 、 大分 県 、 宮崎 県 、 鹿児 島 県 、沖 縄 県  

（３ ） 大 阪起 点 の 場合  

   北 海道 、 青 森県 、 秋 田県 、 山 形県 、 岩 手県 、 宮 城県 、 東 京都 の 島 しょ 、

新潟 県 、 愛媛 県 、 長崎 県 、 熊本 県 、 大分 県 、 宮崎 県 、 鹿児 島 県 、沖 縄 県  

（４ ） 福 岡起 点 の 場合  

   北 海道 、 青 森県 、 秋 田県 、 山 形県 、 岩 手県 、 宮 城県 、 福 島県 、 茨 城県 、

栃木 県 、 群馬 県 、 埼玉 県 、 千葉 県 、 東京 都 、 神奈 川 県 、新 潟 県 、長 野

県、 山 梨 県、 静 岡 県、 富 山 県、 石 川 県、 福 井 県、 徳 島 県、 愛 媛 県、 高 知

県、 宮 崎 県、 沖 縄 県  

（５ ） そ の他  

   上 記（ １ ） ～（ ４ ） 以外 で 、 事務 局 が 認め た 場 合  

３  バ ス 賃、 モ ノ レー ル 賃 並び に 船 賃を 支 給 する こ と がで き る 。た だ し 、用 務

地が 出 張 者の 通 勤 手当 支 給 経路 に あ る場 合 は 支給 し な い。  

４  第 ３ 条第 ２ 項 の規 定 に より 出 張 の日 数 を 加え た 場 合の 宿 泊 料に つ い ては 、

片道 ５ ０ キロ メ ー トル を 超 える 出 張 の場 合 の み適 用 す るも の と し、 宿 泊

日数 に 応 じて 次 表 の額 を 限 度と し て 支給 す る こと が で きる 。  

区      分  宿泊 料 （ 日当 含 む ）  

  専 門 家（ 宿 泊 を伴 う 場 合は 、 日 当は 加 算 し

ない ）  
１７ ， ０ ００ 円 以 内  

 

５  日 当 は、 片 道 ５０ キ ロ メー ト ル を超 え る 日帰 り 出 張の 場 合 のみ 適 用 する も

のと し 、 次表 の 額 を限 度 と して 支 給 する こ と がで き る 。  

区      分  日   当  

  専 門 家   ５ ， ０ ００ 円 以 内  

 

 

第４ 章  雑   則  

 

（参 考 資 料）  

第６ 条  旅費 の 計 算に 当 た って は 、 「Ｊ Ｒ 等 の時 刻 表 」又 は 「 旅費 計 算 ソフ ト

ウェ ア 」 等を 参 考 資料 と す るこ と 。  

 

（そ の 他 ）  

第７ 条  補助 事 業 者に お い て旅 費 規 程が 整 備 され て お り、 上 記 第２ 条 か ら第 ６

条の 規 定 と概 ね 同 等の 規 定 とな っ て いる 場 合 は、 事 務 局と 協 議 のう え 、

補助 事 業 者の 旅 費 規程 に よ り算 定 す るこ と が でき る 。 ただ し 、 上限 は 本

規定 の 額 とす る 。  
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【資 料 ２ 】  

助成 事 業 に係 る 経 費支 出 基 準  

 

 

令和 ２ 年 ３月 １ ０ 日  

全国 中 小 企業 団 体 中央 会  

 

 

 本 基 準 は、 令 和 元年 度 補 正も の づ くり ・ 商 業・ サ ー ビス 生 産 性向 上 促 進補 助

金に お け る助 成 事 業の 経 費 支出 基 準 につ い て 定め る も のと す る 。  

 

※  以 下 の金 額 は 、消 費 税 抜き で あ る。  

 

１． 専 門 家経 費  

（１ ） 謝  金   

   次 の謝 金 単 価に 準 じ るか 、 依 頼内 容 に 応じ た 価 格の 妥 当 性を 証 明 する 複

数の 見 積 書を 取 得 する こ と が必 要 で す（ た だ し、 １ 日 につ き 、 ５０ ， ０

００ 円 を 限度 と す る。 ）  

  ①  大学 教 授 、弁 護 士 、弁 理 士 、公 認 会 計士 、 医 師こ れ に 準ず る 者 の場 合  

                １日 に つ き、 ５ ０ ，０ ０ ０ 円を 限 度 とす

る。  

  ②  大学 准 教 授、 技 術 士、 中 小 企業 診 断 士、 Ｉ Ｔ コー デ ィ ネー タ 等 の場

合  

                １日 に つ き、 ４ ０ ，０ ０ ０ 円を 限 度 とす

る。  

  

（２ ） 旅  費  

  全 国 中小 企 業 団体 中 央 会が 定 め る「 旅 費 支給 に 関 する 基 準 」に よ る もの と

する 。  

 

２ ． 技 術 導 入 費  

  本 事 業遂 行 の ため 、 他 者保 有 の 知的 財 産 権の 導 入 に伴 っ て 謝金 の 支 出を 要

する 場 合 に限 る 。 その 際 の 支出 基 準 は、 １ ． 専門 家 経 費に 準 ず る。  

 

３． ク ラ ウド 利 用 費  

  「 専 用ア プ リ ケー シ ョ ンの 利 用 マニ ュ ア ルの 作 成 」に 係 る 作成 経 費 につ い

ては 、 紙 面、 Ｃ Ｄ －Ｒ Ｏ Ｍ 、Ｄ Ｖ Ｄ 、ネ ッ ト 等の 提 供 媒体 の 種 類に か か わら

ず、 ４ ０ ０字 に つ き３ ， ０ ００ 円 を 限度 と す る（ 作 成 者自 ら が 制作 し た 図・

表に つ い ては 、 １ つあ た り ３， ０ ０ ０円 （ 簡 易な 図 ・ 表に つ い ては １ ， ５０

０円 ） と する ） 。 また 、 こ の金 額 に はＳ Ｅ 等 の人 件 費 相当 額 を 含む も の とす

る。  

  な お 、利 用 マ ニュ ア ル には 、 ユ ーザ ー に 対す る 操 作マ ニ ュ アル と し て機 能

する も の であ る か ら、 基 本 ・概 要 設 計、 詳 細 設計 、 テ スト 仕 様 書等 の ド キュ

メン ト 類 を含 め る こと は で き な い 。  

 

４． 雑 役 務費                １ 時間 （ 交 通費 別 ）  １， ２ ０ ０円  

（ 1 日 ８ 時間 を 限 度 と す る ）  
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 【 参 考 １ 】 「 Ｓ Ｂ Ｉ Ｒ 制 度 」 に よ る 事 業 化 支 援 に つ い て  

 

本 補 助 金 は 、 「 Ｓ Ｂ Ｉ Ｒ 制 度 （ 中 小 企 業 技 術 革 新 制 度 ） 」 に 基 づ く 、

特 定 補 助 金 等 に 指 定 さ れ て い る た め 、 本 補 助 金 に よ る 研 究 開 発 成 果 の 事

業 化 に 取 り 組 ま れ る 場 合 、 以 下 の 支 援 を 受 け る こ と が こ と で き ま す 。  

 

 支 援 項 目  概 要  

1 

日 本 政 策 金 融 公 庫 の 特 別

利 率 に よ る 融 資 を 受 け る

こ と が 可 能 で す 。  

日 本 政 策 金 融 公 庫 に お い て 、 特 別 利 率 で の 融

資 （ 特 別 融 資 ） を 受 け る こ と が 可 能 と な り ま

す 。 本 補 助 金 の 研 究 開 発 成 果 を 活 用 し た 事 業

に お い て 、 必 要 と な る 設 備 資 金 、 運 転 資 金 が

貸 付 対 象 と な り ま す 。  

※ 融 資 を 受 け る た め に は 所 定 の 審 査 が 必 要 で

す 。  

2 

公 共 調 達 に お け る 入 札 参

加 機 会 が 拡 大 し ま す 。  

本 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 中 小 企 業 者 等 に つ い

て は 、 参 加 し よ う と す る 入 札 物 件 等 の 分 野 に

お け る 技 術 力 を 証 明 で き れ ば 、 入 札 参 加 資 格

の ラ ン ク や 過 去 の 納 入 実 績 に か か わ ら ず 、 入

札 参 加 が 可 能 に な る よ う に す る 特 例 措 置 で

す 。  

3 

「 Ｓ Ｂ Ｉ Ｒ 特 設 サ イ ト 」

に お い て 研 究 開 発 の 取 組

を Ｐ Ｒ で き ま す 。  

Ｓ Ｂ Ｉ Ｒ 特 設 サ イ ト に お い て 、 本 補 助 金 の 交

付 を 受 け た 中 小 企 業 者 等 の 研 究 テ ー マ や そ の

概 要 等 の 情 報 を 発 信 し て い ま す 。  

4 

中 小 企 業 信 用 保 険 法 の 特

例 措 置 が 受 け ら れ ま す 。  

本 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 中 小 企 業 者 等 は 、 中

小 企 業 信 用 保 険 制 度 の う ち 新 事 業 開 拓 保 険 制

度 に お い て 、 債 務 保 証 枠 の 拡 大 や 担 保 ・ 第 三

者 保 証 人 が 不 要 な 特 別 枠 を 利 用 す る こ と が 可

能 と な り ま す 。  

5 

中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会

社 法 の 特 例 が 適 用 さ れ ま

す 。  

本 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 中 小 企 業 者 等 は 、 中

小 企 業 投 資 育 成 会 社 か ら の 投 資 対 象 と し て 、

資 本 の 額 が ３ 億 円 を 超 え る 株 式 会 社 を 設 立 す

る 場 合 、 資 本 の 額 が ３ 億 円 を 超 え る 株 式 会 社

が 事 業 活 動 を す る た め に 必 要 と す る 資 金 の 調

達 を す る 場 合 で あ っ て も 投 資 を 受 け る こ と が

可 能 と な り ま す 。  

 

詳 細 は 下 記 ホ ー ム ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。  

「 Ｓ Ｂ Ｉ Ｒ 特 設 サ イ ト 」  

 h ttp s: //s bir .s m rj.g o. jp/  

 

https://sbir.smrj.go.jp/

